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◎ 一般質問

○山下 寿副議長 これより本日の会議を開き

ます。

 本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

 ただいまから一般質問に入ります。まず、岩

切達哉議員。

○岩切達哉議員〔登壇〕（拍手） おはようご

ざいます。県民連合立憲の岩切達哉でございま

す。議会傍聴にお越しいただいた皆さん、そし

てネット配信を御覧の皆さんに、まずもって感

謝申し上げたいと思います。ありがとうござい

ます。本日、山下副議長の采配の下に、しっか

りと務めてまいりたいと思います。

 さて、今議会には、宮崎県の総合計画、長期

ビジョン案が提案されております。大変大事な

計画でして、丁寧に拝見いたしました。

 2040年を目指す長期ビジョンには、「共に生

き、共に創り、共に栄える宮崎へ」と基本理念

がうたわれていました。深く同意させていただ

きたいと思います。それゆえ、現在において

様々な課題に果敢に挑戦を続けなければなりま

せん。どうぞ河野知事には、しっかりと県民に

その未来像を訴えていただき、県民と共に誰し

もが生きていきやすい社会を引き続きつくって

いただきたいと思います。

その立場から、様々な課題を取り上げながら

知事の所見を伺います。

 最初に、県民の暮らしは、物価高の中で厳し

い生活を余儀なくされています。また、格差の

拡大も顕著になっています。勤労者にとって生

活の糧となります賃金について、その推移を見

ますと、名目賃金の上昇はありますが、物価の

上昇などを差し引いた実質賃金は低下していま

す。このような中で、以前に増して厳しい生活

を余儀なくされている世帯が多く存在している

状況です。

 まずは、子供の貧困対策について、知事に伺

います。

 県の子どもの貧困対策推進計画は、2016年３

月に作成されました。10年が経過しましたが、

宮崎県における子供の貧困に係る知事の問題意

識を確認したいと思います。

 子供の貧困は、親の貧困、世帯の貧困の課題

であります。全国の中でも相対的に所得水準が

低いこと、離婚率が高いなど、子供の貧困とな

る要因が宮崎県に多く存在し、子供の貧困率は

高いのではないかと言われています。

 県は具体的な貧困率を示すことなく対策を

行っておりますが、それでも子供の貧困対策

は、単にお金の問題ではない、家族のありよ

う、背景にまで目を配りながら対策しなければ

ならない課題と思います。

 知事に、子供の貧困問題に対する認識をお聞

かせいただきたいと思います。

 次に、指定管理者制度など、業務の外部委託

に係る費用の課題について伺います。

 公費を使用して県民サービスを提供する方法

として指定管理者制度がありますが、その管理

者となった民間事業者において、物価上昇や賃

金引上げに係る経費の増加について、どう対応

されているかを伺います。

 過去には、県は指定管理者と協議の上、管理

料を見直すこともあると答弁いただきました

が、既に他県ではスライド制度を導入し、明文

化しているところがございます。

 指定管理者制度には、仕事を発注する側と受

ける側の立場の問題もあり、このようなことか

らも、指定管理料の変更に関して明確なルール
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化は有益と思います。

 公務労働を外部化することで、低賃金労働者

を生み出すことはしないとする知事の政治姿勢

に合致する問題と考えますが、スライド制導入

について、知事の所見を伺います。

 壇上から最後に、困難女性支援法に関連して

質問します。

 一昨年、令和６年４月１日の法施行から丸２

年経過してきた中で、この間、宮崎県の女性を

取り巻く諸問題について、私は何度も取り上げ

てきました。ひとり親世帯、若者人口回復率、

男女間賃金格差、そして人工妊娠中絶率や自死

の問題、また、ジェンダーギャップ指数に基づ

く問題も取り上げました。なかなかよい成果が

見られていません。

その中で私は、長期ビジョンでも課題となっ

ている、人口減少の根幹である問題とも言える

女性の課題に、女性局の設置をして取り組むよ

うに求めました。この課題に取り組む知事の姿

勢を明確にする、インパクトを持って社会に変

革を訴えられるものだという提案でした。知事

の所見を伺いたいと思います。

 以上を壇上の質問とし、以下の質問は質問者

席から行います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 おはようござ

います。お答えします。

 まず、子供の貧困問題についてであります。

 子供の貧困は、子供の責任によるものではな

く、親や世帯の状況によって、子供が健やかに

成長するための教育や体験の機会に差が生ま

れ、それが進学や就業に影響することで次世代

にも連鎖する可能性がある、極めて深刻な問題

であると認識しております。

 計画策定から10年がたち、その間、コロナ禍

や長引く物価高騰など困難な状況がありました

が、県では、子供が家庭環境に左右されず、希

望を持って生活を送ることができるよう、切れ

目のない支援に取り組んでまいりました。

 私自身も現場を回る中で、子ども食堂であり

ますとか、こども園、保育園、様々な現場を拝

見するにつれて、子供を中心としながら地域づ

くりがなされていると、まさに「こどもまんな

か」での社会づくりが進んでいると、改めて感

じております。

 子供を取り巻く環境は依然として厳しい状況

にありますが、子供は社会の宝であります。未

来を築く子供たちをしっかりと育てていくこと

が、我々に課された最大の使命であります。

 今後とも、貧困の連鎖を断ち切るため、市町

村や福祉関係団体等とも連携しながら、全ての

子供が希望を持って健やかに成長できる環境づ

くりを推進してまいります。

 次に、指定管理者制度についてであります。

 指定管理者制度を適切に運用する上で、昨今

の物価高騰や賃金上昇に対応することは、重要

な課題であると認識しております。

 そのため本県では、特別な事情が生じた場合

には、指定管理者と個別に協議した上で、指定

管理料の見直しを行っているほか、施設利用料

の上限額の引上げなど、必要な対策を講じてい

るところであります。

 こうした中、御指摘のとおり、他の自治体に

おいては、サービス水準の維持と雇用環境の改

善を目的に、最低賃金や物価の変動に応じて指

定管理料を見直すスライド制度を導入する動き

も見られております。

 県としましては、引き続き、先行事例を参考

にしながら、スライド制度導入も含め、実効性

のある対策を検討するとともに、指定管理者と

連携し、県有施設が安定的に運営されるよう適
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切に対応してまいります。

 最後に、女性を取り巻く課題についてであり

ます。

 現在、女性の働く環境や健康問題、県外流出

の増加など、女性を取り巻く課題は広範かつ多

岐にわたっており、これらに対応していくこと

は極めて重要な課題であると考えております。

 このため県では、従来から、困難を抱えた女

性が安心して暮らせるよう、就業環境の整備や

経済的な自立への支援を行っているほか、昨年

４月には、新たに筆頭部であります総合政策部

内に女性活躍推進室を設置して、女性も男性も

共に生き生きと活躍できる「とも活」を推進

し、女性の意欲や能力発揮の妨げとなっている

性別による固定的な役割分担意識の解消に向け

た機運醸成を図っております。

 今後も、この女性活躍推進室を中心として、全

庁を挙げて連携しながら必要な施策を推進すると

ともに、私自身も様々な機会を捉えて取組を発信

してまいります。以上であります。〔降壇〕

○岩切達哉議員 知事から答弁をいただきまし

た。重ねて伺いたいと思います。

 まず、３問目にありましたが、女性のもろも

ろの課題で改善されたものがあるか、総合政策

部長に伺いたいと思います。

 先ほど、困難女性支援法について、一昨年の

令和６年４月１日施行と申し上げましたが、男

女共同参画社会基本法に関しては、６月に施行

されたことをもって、６月は内閣府提唱の男女

共同参画週間がございます。労働組合連合は、

６月を男女平等月間として電話相談などの取組

を行い、男女平等、ジェンダー平等、多様性の

推進を呼びかけています。

 まず、女性の人口が減少している、一度県外

に出ると帰ってこない、その背景として、就労

や健康、妊娠・出産、さらに男女共同参画や人

権問題などがありますが、これらの多岐にわた

る課題を部長はどういうふうに整理して、どう

いう政策を県政の中で調整しているか、また、

その取組の結果をどう受け止めているかお聞か

せいただきたいと思います。

○総合政策部長（大東 収君） 県では、みや

ざき男女共同参画プランに基づきまして、女性

の多様な課題に対する各種施策の進捗状況等を

毎年度各部局と共有し、部局間の連携やさらな

る取組強化を働きかけるなど、総合的な施策の

調整と推進を図っております。

 この中で浮き彫りとなりました、就業環境の

改善やアンコンシャス・バイアスの課題に対応

するため、女性が働きやすい職場環境の整備に

取り組む企業の支援を行っているほか、今年度

は、女子中高生向けの理工系企業魅力発見ツ

アーや、女性特有の健康課題をテーマとする企

業研修会に新たに取り組む予定としておりま

す。

 今後も、各部局と十分連携し、成果も検証し

ながら、女性を取り巻く課題に対応してまいり

ます。

○岩切達哉議員 女性であっても男性であって

も、ただ生まれ持った性で受ける様々な差別

や、社会からの疎外感を抱く、社会への不適応

を感じる、そのような課題の解決にも取り組み

たいと思います。

 一つの対応として、同性パートナーシップ制

度であります。この制度導入が、基礎自治体で

は563自治体、都道府県の中では47のうち33都

府県となり、人口カバー率は94％弱となってい

るところであります。

 宮崎県は残り14の中にあります。残り14しか

ないという状況でありまして、長期ビジョンの
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宮崎県が目指す将来像１にありますように、一

人一人の生き方を認め、それぞれが活躍できる

社会の実現のためには、多様性を認める自治体

としての宣言でもあるこの制度導入は、他県に

これ以上遅れることがあってはなりません。

 宮崎県での同性パートナーシップ制度導入に

対して、知事の所見を伺いたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 同性カップルに対し、

婚姻に相当する関係であることを証明するパー

トナーシップ宣誓制度につきまして、多くの自

治体において導入されていることは、議員御指

摘のとおりであります。

 一方で、本制度は、法律上の婚姻が持つ相続

や税控除、親権の行使といった法的効力がない

ことから、当事者の方々がいわゆる同性婚の法

制化を求めた訴訟について、現在、最高裁大法

廷において審理がなされております。

 県としましては、今後の司法判断を見極めつ

つ、適切に対応していくとともに、引き続き、

多様な性に関わる人権問題について、あらゆる

機会を通じて県民への啓発活動を行うことで、

さらなる理解促進に努めてまいります。

○岩切達哉議員 次に、冒頭の質問で、子供の

貧困に関連して申し上げたいと思います。

 例えば昨日、野﨑議員が取り上げた、匿流と

言われる重大な事件を起こした実行犯が16歳で

あったと聞きますと、子供の貧困との関係を思

わざるを得ないのであります。いわゆる境遇と

いうもの、子供の力ではどうにもならない育ち

の環境の中で、社会の矛盾を背負わされて育っ

ている子供たちがいるという思いであります。

そのことを少しでも解決したい、そのために子

供の貧困を取り上げているところであります。

 例えば、母子世帯では75％もの世帯が月収20

万円以下、特に15万円以下が半数というデータ

があります。

 子ども食堂やフードバンクなど、支える体制

の強化はありますが、子供の貧困について10年

の取組を振り返り、具体的な対策として十分に

できたこと、まだまだできていないことについ

て、福祉保健部長の受け止めを伺いたいと思い

ます。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 県では、子供

の貧困対策として、「教育の支援」「保護者の

職業生活の安定と向上のための支援」「生活の

安定の支援」及び「経済的支援」という４つの

柱を掲げ、学校や塾に通えない子供に対する学

習支援や、ひとり親家庭の親に対する資格取得

支援、ハローワークと連携した就労機会の確保

等に取り組んでまいりました。

 一方で、依然として支援が必要な世帯も多い

と考えておりますので、今後は、市町村や福祉

関係団体と十分に連携しながら、真に必要な世

帯に適切に支援が行き届くよう、引き続き取り

組んでまいります。

○岩切達哉議員 子供の貧困率について、10年

前には一定の数字を示しながら考えを述べてお

られた計画書を読みましたが、最近はお示しい

ただけていない。その背景は、その基になる

データもいろいろ考え方があるということだろ

うと思います。

データにこだわるわけではありませんけれど

も、一定の数、ひとり親世帯では75％が20万円

以下の所得であるという事実だけは見えており

ますので、そういったところをしっかりと捉え

ながら、具体的な支援の量をはかっていただき

たい。そういうようなところが、先ほど御報告

いただいた成果なりの中にどう見つけていける

のか、これからも議論させていただきたいと

思っております。
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 ひとり親をはじめとして、子供の貧困の解決

に、勤労者の賃金引上げは重要な課題です。

 最低賃金の議論は、中央最低賃金審議会が今

月か来月、改定額の目安を提示し、地方最低賃

金審議会でこの目安を参考に、地域の実情を踏

まえて、改定額の詰めの審議が行われる流れで

す。その時期は７月から８月となります。

 近年、最低賃金の在り方に、都道府県知事の

意見表明がありますが、貧困の問題という視点

からも、勤労者の就労収入引上げは影響が大き

いと考えます。

最低賃金の議論に対する知事の意見表明は

あってよいのではないかと思いますが、知事に

伺いたいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 長引く物価高騰の中、

労働者の生活安定の面からも、最低賃金の引上

げは重要な課題であると認識しております。

 最低賃金は、御指摘がありました中央最低賃

金審議会が示す引上げの目安額を参考に、地方

最低賃金審議会で議論の上、各都道府県の労働

局長が決定しております。

 この審議会において、本県の景気動向等を総

合的に勘案しながら、労働者側、使用者側を含

めた関係者の意見も含め、慎重かつ十分に議論

を尽くされるものと認識しておりまして、その

決定に係るプロセスを尊重する必要があると考

えております。

 県では、長引く物価高、そして中東情勢がさ

らに加わって厳しい状況にあります中小企業等

が、賃上げの原資を確保していくことが重要で

あると考えておりますので、生産性向上の支援

や適切な価格転嫁の促進等に取り組むととも

に、先月、国に対し、持続的な賃上げ環境の整

備に向けて、必要な対策を講じるよう要望した

ところであります。

 引き続き、国や関係団体等と連携し、中小企

業が将来にわたって安心して賃上げに取り組む

ことができるよう、必要な支援に取り組んでま

いります。

○岩切達哉議員 世界はコストカット経済から

成長促進経済へという話を伝え聞いておるとこ

ろでございまして、賃金を上昇させることで消

費が盛んになるという構造へ変えていこうとい

う流れでございます。そのことに関して、ぜひ

使用者の皆さん方にも御理解いただいて、知事

として全国最下位の最低賃金水準というものか

らの脱却を実現していただきたい、そのように

思うところであります。

 壇上で伺った２点目の指定管理者制度の管理

料の課題に関して質問させていただきます。

 指定管理者制度の管理料が固定的であること

で、急な物価上昇や賃金上昇に対応できないこ

とにならないよう、埼玉県や群馬県、神奈川

県、さらには宮崎市などが、物価スライド制

度、賃金スライド制度というものを制度として

公表しています。

 宮崎県でも制度導入の御検討をされるという

ことを先ほど御答弁いただきました。経営安

定、サービスの維持、そこで働く皆さんのため

にも、他県に遅れることなく早急に導入される

ことを重ねて求めたいと思います。

 もう一つ、市町村が行う業務の外部委託を引

き受ける事業所で働く労働者が多くいらっしゃ

います。

 ごみを収集いただく環境衛生事業はその典型

かと思いますが、市町村が環境衛生事業所に支

払う費用など、公務労働の担い手に対して支払

うべき費用は、昨今の物価高騰、人材難などに

対応できているのか、市町村に対し、時に指導

的な役割を果たす総務部長に、その実態を伺い
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たいと思います。

○総務部長（田中克尚君） ごみ収集等の公共

サービスは住民生活の基盤であり、その安定的

な提供は極めて重要であります。

 このため国は、昨今の物価高騰等を踏まえた

予定価格の作成や契約変更等を促す通知を随時

発出しておりまして、県では、国の通知に基づ

き、各市町村において適切に対応するよう呼び

かけてきたところです。

 昨年12月に公表された国の調査によります

と、例えば、一般ごみ収集の民間委託を行って

いる21市町村のうち、13市町村が令和７年４月

１日までに契約変更等の対応を実施済みであ

り、その後も適切に対応していただいている市

町村は増加していると見込んでおります。

 県としましては、適切な価格転嫁がなされる

よう、引き続き、市町村へ必要な助言等を行っ

てまいります。

○岩切達哉議員 ありがとうございます。どう

しても仕事を発注する側と受ける側の力関係と

いうのは存在すると思うんです。ぜひそういっ

た意味で、自治体の仕事を委託している、頼ん

でいる業務に関して、そこで従事する皆さん

が、市町村から、また県も含めて、業務を受け

ているので苦しいというような状況にならない

ように、しっかりと点検、チェック、指導を、

県には御対応いただきたいと思います。

 では、別の問題に移りたいと思います。最初

に、社会的養護に係る課題でございます。

 乳児院や児童養護施設は、2018年以降、機能

強化とともに、多機能化、小規模分散化を進め

る動きが本格化してまいりました。また、高度

な子育て支援能力を持つ機関として、その役割

を果たしていただくとされています。

 県内において、児童養護施設機能強化に対す

る取組がどのように進められてきたか、福祉保

健部長に伺いたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 乳児院や児童

養護施設は、家庭での養育が困難な子供たちの

生活の場でありますので、できる限り家庭的な

環境を整えるため、施設の小規模化・地域分散

化を推進しており、令和８年５月末現在、県内

では12か所の地域小規模児童養護施設が開設さ

れております。

 また、施設には、地域のニーズに応じて、社

会的養育の拠点としての機能を担う役割も求め

られており、県では、市町村が施設を活用して

実施する、短期入所などの家庭支援事業を支援

しているところです。

 今後も、地域全体で子供を養育する体制を構

築するため、施設や地域の実情を踏まえ、児童

養護施設等の機能強化に取り組んでまいりま

す。

○岩切達哉議員 児童養護施設等の機能強化

は、高止まりしている虐待問題に欠かせないこ

とだと思います。とりわけケアニーズの高い児

童の養育は、児童養護施設に頼ることとなりま

す。引き続き取組を強化いただきたいと思いま

す。

 次いで、宮崎県における虐待予防に対する取

組状況を伺いたいと思います。

 まずは、体罰によらない子育てについて、県

の取組状況を福祉保健部長に伺いたいと思いま

す。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 子供への体罰

は、子供の心身の健全な発達に有害な影響を及

ぼすだけでなく、その尊厳を傷つけるものであ

り、しつけの目的であっても許されるものでは

なく、民法等で禁止されております。

 県では、「体罰は絶対に許されない」という
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意識を社会全体に浸透させるため、研修及び啓

発を実施しており、令和７年度は、県内の小中

学校、保育園、幼稚園の職員や民生委員・児童

委員などを対象として、36回の研修を行い、

1,863名が受講いたしました。

 今後も、児童相談所の虐待対応を強化すると

ともに、誰もが体罰によらない子育てが当然で

あると考える社会づくりに取り組んでまいりま

す。

○岩切達哉議員 先日、著名な方が年齢の高い

子供さんに対して暴力を振るったというような

ことがメディアで取り上げられていました。そ

れに関して、それぐらいはあっていいという立

場の御意見も散見されたということでございま

す。日常的なことではないというお話ではござ

いますけれども、いずれにしても、体罰によら

ない子供との関わりというものがしっかりと大

人社会の中に定着していれば、あのような展開

にならなかったかなとも思うところでございま

すので、ぜひそういった取組を引き続き強化い

ただきたいと思います。

 体罰は、研究によれば、道徳的価値が備わる

ことを低下させる、また攻撃性を高める、非行

や反社会的な行動を高めるなどのマイナス作用

しかなく、暴力への親和性を高めるとのことで

あります。虐待件数が高止まりする社会を減少

に向かわせるための新たな試みが必要だと考え

ます。

 児童の権利に関する条約に基づきまして、

2019年６月に成立した児童福祉法等の改正にお

いて、体罰は許されないものであると法定化さ

れました。

 体罰によらない子育てが養育者の間に広まっ

ていくためにも、子供を監護教育する立場にあ

る学校教諭に十分な知識が必要であると思いま

すけれども、どのような研修がなされている

か、教育長にお伺いしたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 学校では、体罰によ

らない教育はもちろんのこと、体罰に至らない

までも不適切な言葉かけや強い叱責などが子供

の心を傷つけてしまうことから、大人の子供へ

の不適切な関わりを示すマルトリートメントに

ついての研修を行っております。

 教職員に対しては、人権意識を高め、意欲を

持って人権問題の解決に取り組むことを目的

に、県立学校の人権担当者及び市町村教育委員

会職員を対象とした研修の実施や、各学校が実

施する研修への支援などを通して理解を深めて

おります。

 また、保護者に対しては、家庭教育学級等に

おいて、県教育委員会が実施するサポートプロ

グラムを活用し、体罰によらない子育ての周

知・啓発を行っております。

○岩切達哉議員 子供を取り巻くそれぞれの機

関が思いを一つに取り組まれるように求めたい

と思います。

 次に、また福祉保健部長に伺いたいと思いま

す。

 今、保護者の勤務開始が早いということで、

小学校１年生などが朝一人、自宅で登校時間を

待つという話を聞きました。また逆に、夕方一

人、保護者の帰宅を待つという話もあります。

 親の就労時間が９時から５時までという定型

の方は少数になり、サービス業などでは、朝の

シフトや夕方から夜のシフトなど、顧客の利用

しやすい時間に労働力を必要として、結果、核

家族化の下で子供のみの時間が発生していると

いう実情です。福祉保健部長に、この課題をど

のように捉えているか伺いたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 共働き世帯の
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増加などに伴い、早朝や夕方における子供の居

場所の確保が重要であると認識しており、県で

は、放課後児童クラブを中心とした受入れ体制

の充実に取り組んでおります。

 具体的には、土曜日や夏休みなどにおける開

所時間の前倒しや、平日の閉所時間の延長のほ

か、平日の朝はファミリー・サポート・セン

ター事業を活用しました預かりを行うなど、市

町村と連携しながら、保護者が利用しやすい受

入れ環境の確保に努めております。

 こうした取組に加え、企業・団体等で構成す

る官民連携の推進会議などを通じて、時差出勤

やテレワークなど柔軟な働き方を推進すること

で、社会全体で子育てしやすい環境づくりに取

り組んでまいります。

○岩切達哉議員 昭和以降の経済の在り方が、

核家族というものをこの日本につくり出したと

いうお話を伺いました。核家族化ゆえに、こう

いうような問題が発生するという論でございま

す。社会がそのことをフォローしていくこと

で、この国の経済も含めて守っていく、そのよ

うな姿勢が必要なんだろうと思います。ぜひ取

組方をお願いしたいと思います。

 次に、親亡き後支援についてであります。

 障がい児者の保護者との対話の中で、自らが

いなくなった後のことが大変気がかりだという

お話を聞くことがあります。

 親なきあと相談事業という取組が隣県の大分

県で平成29年から実施されています。宮崎県の

対策について、いかがな状況かお聞かせいただ

きたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 障がいのある

方の親亡き後の生活は、本人や御家族にとって

大変切実な問題であり、その不安は、将来への

漠然としたものから、金銭管理などの具体的な

問題まで多岐にわたっております。

 このため県では、アドバイザーを市町村に派

遣し、地域における相談窓口の充実を図るな

ど、障害福祉サービスの利用や日常生活の困り

事を身近な地域で支えられる体制の構築に対し

て支援しております。

 今後はさらに、想定される様々な課題や準備

すべきこと、相談先を分かりやすく整理し、広

く周知を行うなど、市町村や関係機関等と連携

し、障がいのある方が親亡き後も住み慣れた地

域で安心して暮らせるよう支援に取り組んでま

いります。

○岩切達哉議員 親亡き後に係る相談が増えて

いるという実情に対して、県では相談先を分か

りやすく整理すると今お答えいただきました。

ぜひ事業の明確化をしていただきたいと思いま

す。

 次に、身寄りのない高齢者への支援について

であります。

 宮崎県の高齢者のうち、３割が単身世帯、ま

た高齢者夫婦のみの世帯も３割、６割がそうい

う状況にある。

 ４月になって国会に提案されました社会福祉

法等の一括改正案では、身寄りのない高齢者へ

の支援強化が求められるとして、死後事務など

の取組を制度化する内容となっています。

 ２年前に死後事務について伺ったときには、

県は市町村の社協と共に研究しているという御

答弁をいただきました。

 これまでの宮崎県における独居高齢者に対す

る支援の実情について伺いたいと思います。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 独居高齢者の

さらなる増加が見込まれる中、その実態を把握

し、支援につなげることが大変重要であると考

えております。
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 県ではこれまで、高齢者が孤立することがな

いよう、市町村や社会福祉協議会との情報共有

や、新聞・宅配業などの民間事業者等と連携し

た見守り活動に取り組んできたところです。今

後さらに、地域における交流や活動の場づくり

等に取り組み、支援につなげることとしており

ます。

 また、死後事務を含む課題については、国等

の動きを注視するとともに、関係機関等と連携

しながら検討を進めていくこととしておりま

す。

 今後とも、高齢者が住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けられるよう、支援の充実に取り組

んでまいります。

○岩切達哉議員 長期ビジョンでは共に生きて

いこうというお話でございますし、前の議会で

も、孤立死、孤独死などの話も取り上げられて

おりますので、ぜひそのような取組の強化をお

願いしたいと思いますし、成年後見制度という

もので、市町村首長が家裁に申し立てる、それ

が１万件を超えたという現状だと伺っておりま

す。そういうようなことで、市町村も御奮闘い

ただいているということでありますが、県が

リーダーシップを取って、様々な課題に対し、

先駆的な取組をお願いしたいと思います。

 さて、話は変わりまして、県土整備部長に、

公営住宅に関連して３点伺いたいと思います。

 最初に、入居率の減少に伴う共益費の負担問

題であります。

 例えば20戸建ての集合住宅に10戸しか入居が

ないときに、高架水槽へのくみ上げのための電

気代や階段の電気代など、共益費を10戸で割っ

て負担することになります。大変負担額が高い

との相談を受けました。県土整備部長に、この

問題について、どのようにお受け止めか伺いた

いと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 県営住宅の階

段や廊下、緑地などの共用部分は、公営住宅法

により、入居者が管理運営し、費用を負担する

ことが原則となっております。

 しかしながら、入居率の減少に伴い、入居者

が負担する共益費の増加が進むことは、住宅困

窮者へ低廉な家賃で住宅を供給するという県営

住宅の本来の目的を果たせなくなることから、

県といたしましても、重要な課題であると認識

しております。

 また、入居者による共益費の徴収業務や共用

部分の維持管理など、年々厳しくなっている状

況にあります。

 このため県では、現在、管理運営業務の代行

について検討しておりますが、共益費の負担軽

減策につきましても、他の自治体の状況を踏ま

えながら今後研究してまいります。

○岩切達哉議員 御認識いただいているという

ことでございました。前向きなことと受け止め

させていただきたいと思います。

 次に、勤労世帯は名目賃金が上昇する環境に

ありますが、そのことで、公営住宅の入居要件

となっている所得の制限を超える、いわゆる所

得超過となって、公営住宅からの退去を迫られ

るという問題があります。このような世帯は、

草刈りなどの団地の共同作業の中心的担い手、

また、子供を育み、地元ＰＴＡでも活躍されて

おられるのですが、退去を求められると。

 一方で、施設の老朽化もあって入居率は低く

なっているという課題について、このままにし

ていいのかというふうに思います。率直に部長

の考えをお聞かせください。

○県土整備部長（中原 学君） 入居後に収入

が増加し、高額所得者として認定された世帯に
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は、法に基づいて期限を定め、住宅の明渡しを

求めております。

 しかしながら、地域活動の担い手となる世帯

が、近年の収入の増加により、高額所得者とし

て認定され、退去することは、地域コミュニ

ティーへの影響のみならず、入居率の低下にも

つながることから、収入基準の見直しに関する

実情や地域の声を国に届けてまいりたいと考え

ております。

○岩切達哉議員 次は、空き室の福祉目的利用

許可について伺いたいと思います。

 まずは、利用できる方向で国と協議してほし

いと思っております。居住の用に限らず、団地

入居者の福祉的な拠点としても認められている

事例が報告されております。国土交通省の担当

の方にも直接お会いしましたが、どしどし協議

してほしいということでございました。

 宮崎県では、県営住宅の居住ではない目的外

使用について柔軟に対応いただけるか、部長に

伺いたいと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 県営住宅の空

き住戸につきましては、これまで、居住を目的

とする場合に限定して、災害による被災者の

方々や外国人労働者などの利用を認めておりま

す。

 しかしながら、空き住戸が地域での福祉活動

の一環として利用されることは、福祉の向上や

コミュニティーの維持につながり、地域住民に

とって大変有意義であると考えております。

 近年、他の自治体において、地域の高齢者や

子育て世帯への支援活動の場として利用を認め

ている事例も見られますことから、現在、居住

を目的としない福祉活動の利用について、国と

協議を進めているところであります。

○岩切達哉議員 いずれにも積極的な姿勢をお

示しいただきました。御期待申し上げたいと思

います。

 次に、子供の健康に関わる問題で、教育長に

見解を伺いたいと思います。

 一つは、紫外線対策としてのサングラス利用

です。

 昨日、知事からも気温上昇に対する懸念が述

べられましたが、気象庁の分析では、紫外線は

過去に比べて強くなっており、環境省でも外出

を抑制したほうがよいレベルになっている日数

が増加していると言います。

 幼児や小学生は、大人に比べて紫外線による

リスクが高く、はるかに多くの時間を屋外で過

ごしていますが、一方でサングラス利用につい

ては、見た目の印象が悪いという意見がありま

す。教育長の見解をお聞かせください。

○教育長（吉村達也君） 紫外線から児童生徒

を守る取組は重要であると認識しております。

 学校でのサングラス使用については、屋外活

動も多いことから、紫外線対策が必要な児童に

十分配慮しつつ、表情が分かりづらくなること

によるコミュニケーション上の問題や、視界が

狭くなることによる安全上の問題等も考慮し、

児童生徒及びその保護者と学校が協議の上、他

の児童生徒の理解も含め、適切な使用の在り方

について、個別に判断する必要があると考えて

おります。

○岩切達哉議員 近視の増加問題について、教

育長に伺いたいと思います。

 パソコンやタブレットなどの機器を利用する

時間の増加の中、近視や乱視が進む環境にござ

います。子供の目の健康にどう対応していくか

お聞かせいただきたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 2025年の学校保健統

計調査によると、本県の小学５年生における裸
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眼視力1.0未満の割合は、10年前と比べ2.5ポイ

ント増の39.2％となっており、ここ数年は横ば

いで推移しているものの、各学校において対策

を講じる必要があると認識しております。

 このため教育委員会では、ＧＩＧＡスクール

構想により授業等でタブレットを使用する機会

が増えることから、目の健康を守るため、画面

から目を30センチ以上離して使うこと、30分に

１回は目を休めること、部屋の明るさに合わせ

て画面の明るさを調整することなど、注意事項

を示したパンフレットを作成し、各学校を通し

て、児童生徒及び保護者に指導しております。

 今後も、学校と家庭が連携し、視力低下を抑

制する取組を行ってまいります。

○岩切達哉議員 ４割近いお子さんがその影響

を受けていらっしゃるという結果だと聞きまし

た。最終的には保護者の判断とは思いますが、

ぜひ啓発に力を入れていただきたいと思いま

す。

 次に、災害対応について、危機管理統括監に

伺いたいと思います。

 昨年度ですが、トイレカー、マンホールトイ

レの整備をされるとのことでした。事業の進捗

状況についてお聞かせください。

 また、県民から、備蓄品に、パンクしたとき

に使うものですが、車載ジャッキを加えて備蓄

するほうがよいという声をいただきました。こ

れは倒壊した家屋やブロック塀に隙間をつくる

ためと言うのですが、統括監のお考えをお聞か

せいただきたいと思います。

○危機管理統括監（津田君彦君） 県では、災

害関連死対策として、トイレの衛生環境の改善

など避難所の環境整備を進めており、マンホー

ルトイレにつきましては、避難所となる県有施

設42か所のうち、下水道が整備されている25施

設に合計80基を昨年10月までに整備したところ

であります。

 また、トイレカーにつきましても、昨年度中

に事業を完了する予定でありましたが、基礎車

両の調達に日時を要したため、本年中に３台を

整備することとしております。

 ジャッキにつきましては、大規模災害時にお

いて、倒壊した家屋や家具の下敷きになった

人々を迅速に救助するために有効な資機材の一

つであると認識しており、市町村と連携して、

自主防災組織等が備蓄する際の購入費用の支援

を行っているところであります。

○岩切達哉議員 よろしくお願いします。

 では、自転車の交通安全に係る課題について

取り上げたいと思います。

 自転車の交通違反取締り強化がこの春からあ

りました。その中で、本来、車両としての自転

車は、歩道通行は例外となっていて、車道の左

側を通ることを徹底されるとのことでありま

す。

 例外的に、歩道を通行してもよいとする歩道

通行可という標識が設置されている歩道があり

ます。私が住む町の歩道は、これまで自転車通

行可の標識がありました。最近になって、その

標識が撤去されていました。ここは宮崎西高校

の通学路に当たります。通学時間には、それな

りの台数の自転車が走るわけであります。高校

生の安全確保のためには、学校周辺では歩道通

行可であったほうがよかったと私は思います。

 歩道通行可であったものを撤去した理由と、

高校や中学など大量の自転車が通る場所の安全

確保について、警察本部長のお考えをお聞かせ

ください。

○警察本部長（髙井良浩君） 御指摘のとお

り、自転車は車両の一種でありまして、車道通
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行が原則でありますことから、自転車歩道通行

可の規制については、学校周辺に限らず、県内

全域において見直しを行っております。

 具体的には、現場の交通実態や道路構造、路

面標示等の整備状況、自転車が車道通行した場

合の危険性等を見極めた上で、歩道を通行する

歩行者の安全な通行の確保を目的として規制を

解除し、原則に戻って車道通行することとして

おります。

 なお、学校周辺の規制を解除した場合であっ

ても、道路管理者等と連携して自転車の安全な

通行空間の確保に努めるとともに、中高校生に

対する交通安全教育や、危険な運転等に係る指

導・警告等を適切に実施し、学校周辺の交通事

故の防止に取り組んでまいります。

○岩切達哉議員 では、学生の通う高校や中学

校において、自転車利用に係る安全指導の状況

について、どのように行われているか、教育長

に伺いたいと思います。

○教育長（吉村達也君） 児童生徒の多くが自

転車を活用していることから、各学校では、交

通安全意識を高めるため様々な取組を行ってお

り、映像を活用した安全な自転車運転の指導

や、関係機関と連携の上、自転車事故を再現

し、事故の怖さを実感させるなどの取組を通

し、指導を行っております。

 さらに、児童生徒が主体となった、通学路の

危険箇所を示した安全マップの作成や、警察等

と合同での街頭指導など、危機意識を高める取

組も行われています。

 自転車ヘルメット着用の法制化や、いわゆる

青切符制度も導入されたことから、児童生徒が

自分の命は自分で守るという意識を高める安全

指導をさらに充実させてまいります。

○岩切達哉議員 大量の中学生、高校生が、こ

れまで歩道通行可ということで通っていた場所

において、車道を通ることになっておることに

ついて、現場の先生方を含めて実情を把握して

いただき、必要なときには管轄の警察に御相談

いただいて、より安全な通学ができるように御

努力いただきたいと思います。

 自転車の安全に関していろんな意見がありま

すが、何より自転車先進国のように自転車専用

レーンが整備されることが望ましいわけであり

ます。

 県土整備部には、自転車交通の安全対策が強

化されてきた現在の状況の下で、例えば自転車

専用レーン、また、道路を自転車交通に適する

ように整備していくことが求められていると思

いますが、このことに関して、どのような見通

しを持っておられるか、県土整備部長に伺いた

いと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 自転車通行空

間の整備につきましては、市町村が策定する自

転車ネットワーク計画に位置づけられた道路に

ついて、国、県、市町村が一体となって進める

こととしております。

 県内で最も早く令和２年３月に計画を策定し

た宮崎市では、市街地において、矢羽根型路面

標示の設置や、歩道と自転車道との分離など、

自転車利用の環境整備に取り組んでいるところ

です。

 しかしながら、計画を策定済みの市町村は３

市にとどまっていることから、宮崎市における

取組を県内に広げるため、まずは、計画策定の

支援等を進めていくこととしております。

 県といたしましては、国や市町村等と連携し

ながら、安全で快適な自転車通行空間の整備に

取り組んでまいります。

○岩切達哉議員 自転車の安全についてお三方
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に伺いましたけれども、取締りというか、指導

の強化が先になったのか分かりませんが、警察

の取組に柔軟に対応してほしいというのは、

ちょっと表現がおかしくなってしまいますの

で、ぜひ、今、県土整備部長からありました各

市町村自治体と連携した道路環境の改善、そう

いったものにも御尽力いただきたいと、よろし

くお願いしたいと思います。

 環境行政について、１点伺いたいと思いま

す。第四次宮崎県環境基本計画において、ＰＦ

ＡＳの対応はいかにする意向なのかお聞かせい

ただきたいと思います。

 基本計画書を見ますと、ＰＦＡＳは、難分解

性、高蓄積性、長距離移動性という性質があ

り、環境や人の健康に影響を及ぼすと書かれて

おります。計画書には、そのことを踏まえ、監

視していくとなっています。いかなる対応をす

るのか、考え方を環境森林部長に伺います。

○環境森林部長（長谷川 武君） 県内の地下

水などの一部で、ＰＦＡＳの指針値超過が確認

されておりますことから、今年３月に改定しま

した第四次宮崎県環境基本計画に、ＰＦＡＳの

継続的な監視調査の必要性を新たに盛り込んだ

ところであります。

 県では、毎年度作成する水質測定計画に基づ

きまして、河川や地下水の調査地点を定めて水

質調査を行っており、ＰＦＡＳの指針値超過が

確認された場合には、超過範囲の特定や発生源

の調査を進めるとともに、継続監視を行うこと

としております。

 現在、国において、ＰＦＡＳに関する対策技

術や健康影響についての科学的知見の集積が進

められておりますことから、国の動向も注視し

ながら、今後も適切に対応してまいります。

○岩切達哉議員 本年４月から水道事業者には

検査義務が課せられるなど、対策が制度化され

つつある段階です。県の努力によりまして、万

一にも健康被害が後から判明したなどのような

ことが発生しないように、監視の強化をお願い

したいと思います。

 次は、スポーツ大会施設のトイレ問題につい

てであります。

 競技場のトイレ個数について、2026年３月13

日、国土交通省が「トイレ設置数の基準と適用

のあり方に関するガイドライン」を公表しまし

た。県内で最近になって建設されたスポーツ施

設のトイレの数は、この新しいガイドラインに

沿うものか、沿わないものか、確認したいと思

います。スポーツ施設管理を所管される教育長

に伺います。

○教育長（吉村達也君） 県が整備したＫＵＲ

ＯＫＩＲＩ ＳＴＡＤＩＵＭなど主要３施設の

トイレは、公共施設の建築設計に広く用いられ

る一般社団法人空気調和・衛生工学会の基準に

基づき、想定される利用人数や男女の比率等を

勘案して、必要な便器数を整備しております。

 なお、議員御指摘の今年３月に国土交通省が

提示したガイドライン案では、一般的に女性の

ほうが待ち時間が長くなるなどの状況を踏ま

え、利用者がおおむね男女同数となる施設やイ

ベント等においては、女性用の便器数を男性用

以上にすることなどが示されております。

 このため、大規模な大会等の開催の際には、

ガイドライン案を踏まえ、主催者と連携し、利

用者の状況を想定の上、男性用の一部を女性用

に変更、また仮設を設置するなど、柔軟な対応

も検討してまいります。

○岩切達哉議員 ぜひ大会等も実施される折に

は、配慮した個数を準備いただきたいと思いま

す。
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 一方で、障がい者に配慮したトイレについて

であります。

 国スポの後、障スポが行われますので、私は

大変気にしております。障がい者用トイレまた

は多目的トイレがありますが、そこは車椅子の

ままで利用できる広いスペースは当然ながら、

様々な障がい特性がある方々が利用されますの

で、障スポ会場となるスポーツ施設の多目的ト

イレは、それに対する配慮がなされている状況

が必要ですけれども、大会準備をされる国ス

ポ・障スポ局長に、その実情を伺いたいと思い

ます。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 全

国障害者スポーツ大会には、様々な障がいのあ

る選手や関係者が多く来県されることから、誰

もが利用しやすい会場づくりに取り組むこと

が、大会運営上、大変重要であると認識してお

ります。

 多目的トイレにつきましては、現在、令和５

年に障がい者関係団体や競技団体等と実施した

競技会場バリアフリー調査の結果を踏まえ、既

存施設に加え、必要に応じて仮設の施設を設置

するとともに、障がいの状況にも配慮したボラ

ンティアの配置など、競技会場ごとの全体的な

計画を検討しているところであります。

 今後は、現地での確認や競技団体等との意見

交換を丁寧に行いながら、選手や関係者が安心

して大会に参加できる環境整備を進めてまいり

ます。

○岩切達哉議員 災害時のトイレの問題、そし

てスポーツ施設のトイレの問題、障がい者用ト

イレの問題ということで、トイレについて３問

も取り上げましたが、議事録を過去に遡って調

査すると、３桁の数字でトイレの議論がなされ

ているんです。やはり人間が生きていく中で、

大変重要な行為、営みでございまして、それに

しっかりと対応すること、昨日は高校における

トイレの話がございました。ぜひ、予算をかけ

る部分のうち、トイレということについて御配

慮いただきたい、御準備いただきたいと思いま

す。

 最後の質問になります。工業技術センター、

食品開発センターに備えます試験機器類の整備

について伺いたいと思います。

 これらのセンターは、これまでも県内事業所

のために先進的な研究を行い、その成果は、私

よりも、知事をはじめ県当局の皆さんが御承知

のとおりでございます。

 ここで利用する試験機器類の整備について、

公益財団法人ＪＫＡからの補助金を期待した予

算となっていると伺っております。

 ＪＫＡは、競輪やオートレースの売上金の一

部で支援されている団体と伺います。その際、

申請を認めてもらえるか否かで、整備したい機

器類が今年整備できる、またはできない、来年

なのか、はたまた未来にわたって難しいのか、

こういうことで工業技術センターや食品開発セ

ンターの試験機器類の整備が行われていくとい

うことでよろしいのかという質問であります。

 工業技術センターが果たしている県内の中小

企業支援のことを踏まえて、私は、もちろん補

助金をもらえる分は頂くとして、外れた部分は

県費で買うことが大事であろうと思うんですけ

れども、そのような予算の準備がなされるの

か。ぜひ県内中小企業の期待を背負って、しっ

かりとした整備をされていくことを求めたいと

思います。ここは知事の所見を伺いたいと思い

ます。

○知事（河野俊嗣君） 工業技術センター等で

使用する機器につきましては、競輪等の収益を
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財源とする補助制度などを活用し、機器の使用

頻度や耐用年数等を考慮した上で、限られた財

源の中で計画的に整備を進めております。

 年度によりましては、一部が不採択となる場

合もありますが、翌年度以降に再度申請を行っ

ておりまして、今年度は、以前、不採択となっ

た機器も含め、全て採択がなされたところであ

ります。

 県では、機器の導入更新が遅れた場合でも、

引き続き使用可能な既存機器の活用を図ってお

り、機器がない場合においても、県内外の公設

試験研究機関を紹介するなど、企業の利用にで

きるだけ影響を及ぼさないよう対応しておりま

す。

 県内中小企業の技術の高度化や生産性の向上

に果たす両センターの役割は、大変重要である

と認識しております。今後も、補助金等の財源

を積極的に活用し、必要な環境整備等の取組を

着実に進めてまいります。

○岩切達哉議員 ぜひ目を配っていただいて、

県内中小企業の発展のために、それぞれのセン

ターが活躍いただくように御期待申し上げまし

て、私の全ての質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。（拍手）

○山下 寿副議長 次は、山口俊樹議員。

○山口俊樹議員〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ

んにちは。自民党の山口俊樹です。傍聴にお越

しいただいた皆様、いつも本当にありがとうご

ざいます。また、インターネットで見ていただ

いている皆様にも感謝を申し上げたいと思いま

す。本日は、市議会からも鈴木議長をはじめ、

市議の皆様にもお越しいただいております。市

と県をしっかりとつないでまいりたいと思いま

すので、よろしくお願いします。

 早速質問に入ります。

 先日、国勢調査や人口動態統計の結果が発表

され、人口減少や出生率の現状が数値として出

てまいりました。県の総合計画における人口推

計などと比較しても、人口減少のスピードは想

定以上で、様々な分析ができると思います。

 そこで、国勢調査の結果を踏まえ、人口減少

に関する知事の受け止めをお伺いいたします。

 壇上からは以上とし、以降は質問者席から行

います。（拍手）〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 令和７年国勢調査速報値による10月１日現在

の本県人口は101万8,904人となり、令和２年か

ら約５万人減少しております。

 現在の県総合計画では、令和７年の人口を約

102万9,000人と見込んでおり、今回の調査結果

で、想定を上回る速度で人口減少が進んでいる

実態が浮き彫りとなり、改めて強い危機感を抱

いております。

 一方、先日発表されました昨年の合計特殊出

生率は1.46と、令和元年以来６年ぶりに上昇

し、全国順位も再び２位となるなど、現在、重

点的、集中的に取り組んでおります子ども・若

者プロジェクトの効果が現れ始めたものと一定

の手応えも感じ、将来への希望も持ったところ

であります。

 今後も、長期にわたって人口減少が進む見通

しの中、引き続き少子化対策や若者・女性の県

内定着の促進など、人口減少の緩和策に粘り強

く取り組むとともに、日常生活に不可欠な医

療・福祉、交通・物流の維持充実や行政機能の

確保など、縮小する人口規模への適応策をより

強化しながら、誰もが安心して暮らせる県づく

りを全力で進めてまいります。以上でありま

す。〔降壇〕
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○山口俊樹議員 ありがとうございます。宮崎

に限らず、想定以上の速度で全国的に人口減少

が進んでいますので、事実に基づいて、今後の

対策をしっかり一緒に考えていければなと思っ

ております。

 ここからは各項目の質問に入らせていただき

ます。

まずは、教育関係についてです。

 県立図書館、皆さん行かれたことがあると思

いますが、比較的格式があって落ち着いた雰囲

気の施設です。

 一方、新しく整備された他自治体の図書館

は、オープンな雰囲気で、カフェとかが併設さ

れたりしているものもあると思います。

 そうしたこともあって、県民の方から、県立

図書館でも本を閲覧しながら飲物を飲んだり、

もう少し柔らかい雰囲気での利用ができないか

との声をいただきました。

 そこで、県立図書館の閲覧室や児童室におけ

る飲料の取扱状況について、教育長に伺いま

す。

○教育長（吉村達也君） 県立図書館の閲覧室

や児童室においては、貴重な図書資料等の破損

を防ぐため、飲食物の持込みを禁止しておりま

したが、熱中症予防対策として、令和５年度よ

り、蓋つきのペットボトルや水筒などに限り、

持込み可能となっております。

 今後も、大切な図書資料を守るため、その取

扱いについて御理解いただけるよう、引き続き

周知に努めてまいります。

○山口俊樹議員 実は飲んでもいいんですよと

いうことでございました。ただ実際、私も図書

館に行きますけれども、飲んでいる方はあまり

見かけなくて、静かで緊張感がありますよね。

ルールを守れば飲んでいいですよと今回確認で

きましたので、多くの方に使い勝手のいい場所

になればいいかなと思います。

 県立図書館の２階に何があるか御存じでしょ

うか。研修室や休憩スペースなどがありまし

て、私は、ちょっと暗くて、あまり活用されて

いないかなという印象を持っています。

 研修室の利用には、それなりにハードルがあ

るようですけれども、せっかくなら多くの方に

使っていただきたいなと思っているところで

す。

 そこで、２階にある研修室等の利用状況と、

利用条件の緩和が検討できないのか、教育長に

伺います。

○教育長（吉村達也君） ２階の研修ホール等

においては、県民を対象とした文化講座や市町

村図書館職員等の研修などを計画的に実施して

おります。

 また、主催事業による利用がないときは、読

書団体や文化団体など、図書館事業と関連した

活動を行っている社会教育団体等に対し、貸出

し可能な４部屋を利用いただいており、令和７

年度の貸出状況は、延べ188団体、6,419人で、

部屋の稼働率は約40％となっております。

 県立図書館は、「人づくりと地域づくりに役

立つ図書館」を理念としていることから、広く

県民を対象に、理念に沿った活動を行う団体等

への貸出しも検討してまいります。

○山口俊樹議員 稼働率でいうと約４割という

ことで、まだまだ伸び代があるかな、もったい

ないかなと感じたところです。利用条件の緩和

を検討いただけるとのことですので、柔軟な対

応をよろしくお願いいたします。

 図書館関係、最後の質問です。

 県立図書館は、私が中学とか高校の頃から、

レイアウトや雰囲気がほとんど変わっておりま
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せん。落ち着いた雰囲気もいいんですけれど

も、利便性などを鑑みて、レイアウトの変更と

か、お金をかけない形でのリニューアルがそろ

そろあってもいいのかなと思っています。

 そこで、今後、閲覧室のレイアウト変更など

の予定は検討できないのか、教育長に伺いま

す。

○教育長（吉村達也君） 閲覧室は、利用者の

利便性の確保や適切な管理のため、図書を分類

ごとに配置するとともに、紫外線に直接触れな

いようなレイアウトとしております。

 建物の構造上、大幅なレイアウトの変更は難

しいものの、時代の変化や利用者のニーズを受

け、これまで、若者向けの本を集めた青少年

コーナーや、ビジネス支援に関連する本を集め

たコーナーの設置などを行っております。

 県民の方々にとって、より親しみのある図書

館となるよう、引き続き、閲覧室入り口付近の

見通し改善や展示書架の配置の工夫に取り組む

ほか、令和10年度の県立図書館ビジョンの改定

に当たっては、オープンな雰囲気の図書館づく

りについても議論してまいります。

○山口俊樹議員 次の図書館ビジョンの改定に

おいて議論していただけるということで、少し

進んだのかなと思います。あのエリアは、図書

館単体ではなくて、周辺施設との連携というも

のに非常に可能性があるなと感じておりますの

で、そこも意識しながら、もっと利用者が増え

るには、利用がしやすくなるためにはどうすれ

ばいいのかという視点で、今後も積極的な挑戦

をお願いしたいなと思います。

 続いて、県立高校について伺います。

まず、校則についてです。

 全国の若手議員の仲間で、校則議連というも

のをつくって活動している人たちがいます。私

自身はその議連に入っていないんですけれど

も、メンバーの「校則は自治、自ら治める、こ

れを学ぶスタートだ」という思いに共感したと

ころです。

 そのメンバーによると、まず行うべき重要な

ことは、校則を外部にしっかりと公表すること

だということだそうです。

 そこで、県立高校における校則の公開につい

て、現状と今後の対応を教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 校則には、健全で規

則的な学校生活を送るため、生徒が守るべき事

項として、始業及び終業時間や、頭髪、服装、

通学の手段などを定めております。

 また、その内容については、社会状況の変化

や社会通念に照らして、見直しが適切に行われ

る必要があります。

 そのため、校則の内容については、広く周知

が図られるよう、学校のホームページ等に公開

することが求められております。

 各学校では、校則を生徒が自主的に考えるよ

う促すとともに、保護者にはＰＴＡ総会等にお

いて周知を図っておりますが、ホームページ等

に掲載している学校が現在４割にとどまってい

ることから、早急に掲載するよう指導してまい

ります。

○山口俊樹議員 教育委員会としても、ホーム

ページなどで公開することは望ましいと考えて

いるものの、実際の公開は４割ということでご

ざいました。

 数年前、ブラック校則の議論があったことを

覚えていらっしゃる方は多いと思いますけれど

も、その後にも、毎年のように教育委員会とし

ては通知などで公開のお願いをしていたような

んですが、対応していたのは実は４割にとど

まっていたということが今回明らかになったと
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いうか、実態だったと聞いております。

 校則は、在校生への影響のみならず、受検生

にとっても学校選択の判断材料にもなり得ます

ので、早急な対応をよろしくお願いいたしま

す。

 続いて、県立高校入試でのＷＥＢ出願につい

て伺います。

 私は、これまで何度か取り上げてきて、他県

の導入状況や利便性、働き方改革の観点から

も、導入すべきだという立場で今まで議論して

きました。これまでＷＥＢ出願の導入のハード

ルとなっていました受検手数料の収入証紙納付

につきましても、この２月、収入証紙の廃止方

針を明確に県から示していただきましたので、

障壁がなくなったと思っております。いよいよ

導入のときが来たかなと感じているところで

す。

 そこで伺いますが、県立高校の入試における

ＷＥＢ出願の現在の検討状況について、教育長

に伺います。

○教育長（吉村達也君） ＷＥＢ出願の導入

は、中学生にとっては出願手続の利便性向上、

中学・高校にとっては入試業務の効率化につな

がり、教職員の働き方改革にも大きく寄与する

と考えております。

 現在、教育委員会では、既存の電子申請シス

テムを活用したＷＥＢ出願のシステム構築を進

めており、今後、実用面での問題がなければ、

ＷＥＢ出願へと切り替える予定としておりま

す。

○山口俊樹議員 既存のシステムを活用して、

既にＷＥＢ出願システムの構築を進めています

と、今後ＷＥＢ出願へと切り替える予定ですと

いうことです。時期については明確な答弁はな

かったですけれども、ＷＥＢ出願の導入決定だ

ろうと言ってもいいのかなと思います。ここま

で来るのに数年かかりましたけれども、前向き

に検討を進めていただいて感謝したいと思いま

すし、導入までしっかり見守りたいと思いま

す。

 続いて、県立高校の授業数、単位数について

でございます。

 私も県立高校の出身でございますが、朝から

夕方までみっちりと授業がございました。大学

進学後、他県出身の友人の話を聞くと、特に都

心の高校では比較的ゆとりのある学校生活を

送っている例が多くて、その違いにすごく驚い

た記憶があります。

 そこで、文部科学省の基準による全日制高校

の修了、平たく言えば卒業に必要な単位数と、

県内の全日制高校における卒業に必要とされる

単位数について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 現行の学習指導要領

では、全日制における標準年間履修単位数は29

単位、３年間で87単位となっております。

 県内の各高校においては、これを標準としつ

つ、学校の特色として、弾力的な運用に取り組

む高校もあり、現在、84単位から101単位と

なっております。

○山口俊樹議員 単位数は授業数と考えていた

だければ分かりやすいかなと思います。標準だ

と87単位なので、必要なのは年間29単位、授業

でいくと週５日で６こまぐらいの授業です。宮

崎の場合は、県立高校だと卒業に必要な単位は

100単位を超えていまして、宮崎市内の高校は

特に100に近い学校が多いと聞いています。年

間に直すと約33単位、授業にすると週５日で７

こまぐらい、ほかと比べると１こま多いかなと

いう感じです。

 宮崎では、より多くの授業機会を提供すると
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いう形で特色を出しているところが多いのかな

という印象を持ったところです。これがいい悪

いというのは、それぞれの御家庭や学校の判断

なんですけれども、県立高校はこれまでの既成

概念にとらわれず、特色を出す議論をしなくて

はならない時期に来ていると思います。

 そこで、県立高校においては、今後は単位数

の増減も含めて各校の特色づくりを考えていく

べきだと思いますが、全日制県立高校の単位数

の在り方について、県の考え方を教育長に伺い

ます。

○教育長（吉村達也君） 次期学習指導要領の

策定において、国では、多様な子供たち一人一

人に寄り添った教育を行うため、例えば、週当

たりの標準時間数を撤廃することにより、卒業

に必要な単位数を引き下げることができるな

ど、柔軟なカリキュラム編成を可能にする単位

制度の在り方について議論を進めております。

 教育委員会では、柔軟な単位数の設定は、各

学校の魅力化・特色化につながることから、国

の動向等も踏まえ、高校教育改革の一環として

検討してまいります。

○山口俊樹議員 国において単位数の在り方が

議論されていまして、そこも含めて検討、改革

していきますよということです。国の議論を待

つだけではなくて、宮崎の高校教育を今後どう

していくのかという視点で、先行した議論を期

待したいと思います。

 続いて、進学実績についてでございます。

 昨年11月に質問した際に、教育委員会は、県

立高校の大学入学合格者数は把握している一

方、実際の入学状況は把握していないというこ

とが明らかになりました。その議論の際に、次

年度からは把握に努めますと約束いただいたの

で、確認したいと思います。

 昨年度の県立高校の大学入学者実績を教育委

員会は把握されたのか、したのであればその概

要について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 各高校から、大学合

格状況だけではなく、大学入学状況について報

告を求めたところ、過年度卒も含め、４年制大

学への入学者数は2,866名、うち国公立大学へ

の入学者数は1,354名となっております。

○山口俊樹議員 しっかり対応いただいたこと

が分かりました。今年度から教育委員会では、

新たな時代を切り拓く学力向上事業というのを

行っていまして、その目標には、国公立大学や

難関10大学の合格者数などが入っていますが、

合格者数だけではなくて、入学者数も把握する

ことで見えてくる課題もあるかと思いますの

で、引き続きデータ収集をよろしくお願いした

いと思います。

 続いて、県立高校の施設について伺います。

 県立高校は設備や建物の老朽化が進み、学校

としての競争力を維持していくために課題があ

ると認識しています。

 この学校施設の維持管理、つまり計画的な改

修や設備の更新などについて定めた計画が個別

施設計画というものになります。

 個別施設計画については私も結構こだわって

いまして、県庁関係については昨年度公表して

もらいました。学校関係がなかなか公表され

ず、どうしたのかなと思ったら、今年の５月末

に公表されたところでございます。まずは、公

表いただいたことに感謝申し上げたいと思いま

す。

 ３年前の2023年６月の質問で、県立高校の学

校施設の維持管理に今後どれぐらい費用がかか

るんですかと聞いたところ、当時の教育長が

「個別施設計画を踏まえると、令和３年からの
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10年間で180億円ぐらいかかると見込んでいま

す」と答弁しております。

 あくまで計画であって、予算を約束するもの

ではないですけれども、令和３年からの10年間

で180億円、今は令和８年ですから５年ぐらい

たっていますので、単純計算すると90億円ぐら

い、もしくはそれに近いくらいの金額が計画上

は必要だと想定していたと思われます。

 そこで、県立学校の個別施設計画のこれまで

の進捗について、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 議員御指摘のとお

り、県立学校の施設整備につきましては、個別

施設計画に基づき、計画的に改修等を行い、長

寿命化を進めております。

 本計画では、令和３年度からの10年間で必要

な費用を約180億円と見込み、校舎の外壁改修

や屋根の防水対策等に取り組んでおり、昨年度

までの５年間に、予算ベースで約58億円の整備

に加え、別途、空調設備の更新等も予算を確保

して行っております。

 また、本年３月の見直しにより、今後10年間

の改修に要する費用は、物価上昇等も考慮し、

約220億円と見込んでおります。

 施設整備は、生徒の安全確保や快適な学校生

活に欠かせないことから、あらゆる機会を捉

え、様々な財源確保に努めてまいります。

○山口俊樹議員 この５年間では約58億の整備

でしたということです。一部計上できていない

金額があるということですので、実際の金額は

もう少し多いようですけれども、率直に申し上

げて、計画に対して予算は十分ではなかったん

じゃないかなと感じたところです。

 ちなみに、公表された個別施設計画にも「予

算が不足しているのが現状です」と明確に書い

てあります。行政が明確に書くのは珍しいなと

読んでいて思ったところです。

 さらに言うと、計画の公表のタイミングで計

画の見直しが行われています。当初の令和３年

度からの10年間という計画を見直して、令和８

年度からの新たな10年間として計画を再整理さ

れています。

 正直、私から言うと、問題の先送りをしたん

じゃないかなというふうにも見えてしまいまし

たが、先ほど申したとおり、前の計画からの進

捗を正直に書いてたり、予算が不足しています

よと書いてあったりしますので、教育委員会と

しては問題から目を背けないために改めて計画

をつくり直したと、現時点では評価したいなと

思っております。

 計画が公表されて間もないので、今回の議論

はここまでにしますが、県立高校施設への投資

をどうするのか、これは待ったなしの問題でご

ざいます。ただ、教育委員会だけでどうにかな

るものではありませんので、当局の財政、さら

には知事にもこうした状況を再認識いただい

て、改めて議論させていただきたいと思いま

す。

 続いて、この項目最後の質問となります。

 昨年６月に取り上げました１人１社制につい

てでございます。

 おさらいすると、１人１社制とは、高卒での

就職を目指す際、応募解禁日から一定期間は生

徒の応募先を原則１社に制限する制度です。私

は、これは高校生の職業選択の自由や可能性を

狭めるものだという考えから、国の有識者会議

の報告や一部の他県に倣って、制度の見直しを

やるべきだと提案してきました。昨年の議論

で、学生のアンケートなどの実施をやっていた

だくということをお願いしたという経緯があり

ます。
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 そこで、１人１社制について、昨年度実施し

た高校生や企業等へのアンケート結果と就職問

題検討会議での協議結果、また、今後の１人１

社制の在り方について、県の考えを教育長に伺

います。

○教育長（吉村達也君） １人１社制は、生徒

が１社の試験に集中でき、教員は丁寧な指導が

できること、企業は採用計画が立てやすいこと

などから、本県では、９月５日の企業受付開始

日から９月末まで、生徒の企業への応募は１社

としております。

 生徒の１割以上が就職した県立高校26校の３

年生に対して昨年度調査した結果、「現行制度

でよい」とした生徒は約６割、私立を含めた高

校の就職指導担当教員への調査では約８割、ま

た、宮崎労働局が行った企業への調査では約７

割が「現行制度でよい」と回答しております。

 これらの結果を踏まえ、今年３月の行政、学

校、企業で構成する就職問題検討会議におい

て、今年度卒業生について、現行制度の維持を

決定しております。

 引き続き、社会状況や生徒、企業等の意見を

踏まえ、随時、制度の在り方を検討してまいり

ます。

○山口俊樹議員 今年度は現行維持となったと

のことです。私の主張とはアンケートの結果等

も異なりますので、その判断を尊重すべきだと

思っております。一方で、就職環境や１人１社

制への理解が進むと状況は変わり得るものだと

も思っておりますので、生徒へのアンケートな

どは引き続き取っていただいて、就職制度が生

徒の意思と未来を中心に、よりよいものである

ことを期待しております。

 続いて、観光について伺います。

 最近、「宮崎市では宿泊税が７月１日から始

まります」という案内を目にする機会が増えま

した。昨年９月に荒神議員が宿泊税について質

問されておりますが、その際には、知事は、自

治体の自主財源確保の手段としては有効な一方

で、観光への影響や事業者負担等、課題もある

といった旨の認識を示されていたと記憶してお

ります。

 私としては、県内で宿泊事業者数や宿泊者数

が最も多い宮崎市が、多くの関係者の理解を得

て導入に至ったということを踏まえると、宮崎

県としても導入の是非を含めて議論してもいい

時期に来ているのかなと思っています。他自治

体では、県と市と両方で課税しているところも

実際にあります。

 そこで、宮崎市が７月から宿泊税を導入する

ことについての受け止めと、県としての宿泊税

についての検討状況を、知事に伺います。

○知事（河野俊嗣君） 宿泊税は、観光資源の

整備やプロモーションなど、観光振興に係る自

主財源を安定的に確保し、持続可能な観光地域

づくりを進める上で有効な手段の一つと認識し

ておりまして、宮崎市においても、観光施策に

必要な財源を確保するため、宿泊税を導入され

るものと理解しております。

 全国的に見ておりますと、この宿泊税、当初

はオーバーツーリズムに悩まされた自治体がそ

の対策財源として導入を進められ、今や観光振

興一般に広がりつつある、そのような状況であ

ろうかと考えております。

 私も総務省の自治税務局で勤務しておりまし

たときに、法定外税を担当しておりましたの

で、宮崎市におかれまして、観光振興という重

要な政策課題に対し、関係者の理解を得なが

ら、自主財源の確保に向けて、このような導入

を進められていることに対して敬意を表するも
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のであります。

 一方で、県全体での宿泊税の導入につきまし

ては、宿泊事業者の事務負担や宿泊客の費用負

担の増加による観光需要への影響が懸念される

ことをはじめ、県内市町村の状況など、多角的

な視点から慎重に判断していく必要があると考

えております。

 このため、県としましては、宮崎市における

宿泊税の導入後の状況を、重要な先行事例とし

て注視するとともに、引き続き、他県の動向や

宿泊事業者などの関係者の声を伺いながら、研

究を進めてまいります。

○山口俊樹議員 宮崎市を重要な先行事例とし

て注視していくということです。今後、市と県

と情報交換をさらに密にしていただいて、県と

しては、議論はしないよとか、判断しないよと

いうことだけはないようにしていただければと

思います。

 続いてもう一問、観光について伺います。

 来月７月からパスポート制度が大きく変更に

なることを御存じでしょうか。大きな変化とし

ては、18歳以上のパスポートは５年というのが

なくなって、10年のみになったりします。特に

多くの方の関心を集めているのは、手数料が大

幅に安くなることでございます。

 この機会にパスポートをという方が増えるの

ではないかと報道などでは言われています。た

だ、宮崎県では、既にパスポート取得支援事業

を実施しておりまして、一定の条件を満たせば

取得費用の補助を受けることができます。で

は、パスポート制度が変わったら、これはどう

なるのかと。

 そこで伺いたいと思いますが、７月からパス

ポート制度が改正されますけれども、県民のパ

スポート取得支援制度はどのように対応するの

か、総合政策部長に伺います。

○総合政策部長（大東 収君） パスポート取

得支援事業は、本県における国際線の利用促進

を図るため、宮崎空港発着の国際線を利用する

県民の方を対象に、パスポート取得に要する手

数料を支援するものです。

 現在、18歳以上に対して５年用の電子申請手

数料相当額を助成しておりますけれども、今回

の制度改正により、18歳以上は10年用のみとな

り、今後は10年用の電子申請手数料相当額を助

成の対象といたします。

 例えば、７月１日以降は電子申請の場合、そ

の手数料8,900円の全額を支援し、自己負担な

く取得できることになります。

 今後も本事業を通じて、本県からのアウトバ

ウンドを積極的に促しまして、国際線の維持・

充実にしっかりと取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 条件を満たせば、７月１日以

降は、オンライン申請の場合は手数料全額補助

と、答弁では触れておりませんけれども、窓口

申請でも自己負担400円でパスポートが取れま

すよということになっておりまして、引き続き

かなりお得な制度になっているかな、事業かな

と思っております。

 先日発表された宮崎市の観光統計の速報版で

は、外国人宿泊者数はコロナ前にかなり近い水

準まで来ているということでございました。

 答弁にありましたとおり、インバウンドとア

ウトバウンドのバランスが、国際線の維持・発

展には大きな影響を与えます。円安の影響はあ

りますけれども、この補助制度を知っていただ

いて、夏休みなどの旅行先の検討に海外という

のも考えていただければなと思っております。

 次に、観光での道路の景観、安全の観点で伺

います。
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 宮崎に観光等で来て、ワシントニアパームや

道路の木々、植栽に好印象を持つという声をよ

く聞きます。

 一方、他自治体などでは、街路樹の倒木や無

計画な剪定などで、景観や安全性が課題となる

事例も出てきています。すばらしい景観を持つ

宮崎だからこそ、沿道の樹木の維持管理は非常

に大事だと思います。

 そこで、県管理の国道、県道における樹木管

理の現状と、効率的な樹木管理を行うための今

後の取組について、県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 沿道の樹木管

理につきましては、路線ごとに作成した植栽台

帳を基に、枝の剪定や薬剤散布などの管理業務

を実施しております。

 また、異常気象による影響を踏まえた安全面

への配慮や、地球温暖化対策など、新たな視点

を加えた道路の植栽に関する県の指針を現在作

成しているところであります。

 このような中、国において、樹木管理の効率

化・重点化を図るため、定期巡回における優先

順位の考え方などが示された新たなガイドライ

ンが、本年３月に策定されたところでありま

す。

 県といたしましては、現在作成中の指針に国

のガイドラインの考え方を反映させるととも

に、将来的には植栽台帳の電子化を行うなど、

効率的な樹木管理に取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 維持管理は県の指針に基づい

て行っていまして、国の新たなガイドラインも

反映させていきますということです。また、管

理する樹木の植栽台帳は整備されているもの

の、現時点で台帳は紙ベースということでござ

います。今後、タイムリーな情報更新や業務の

効率化のためにも、電子化の検討をぜひ進めて

いただきたいと思います。

 さて、道路に関して県民、市民の方から多い

相談が、道路の白線、区画線についてでござい

ます。区画線に注目して、３問ほど伺います。

 まず、来年には国スポ・障スポを控えており

ます。道路関係の事業者の方から、他県の過去

の大会では、工事の発注がぎりぎりになった

り、工期が厳しい状況が出て、開催県以外から

業者を手配しないと対応できないという状況が

生じたことがありますというお話を聞きまし

た。

 せっかくの工事発注の機会ですので、ぜひ県

内の事業者さんが受皿となれるように、計画的

な発注をしていただきたいと思います。

 そこで、宮崎国スポ・障スポに向けた区画線

補修の計画的な発注に関する取組について、県

土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 宮崎国スポ・

障スポでは、県外から初めて車で来県する方も

多いことから、車両を誘導する区画線の視認性

を保ち、安全で快適な道路環境を提供すること

が重要です。

 このため、各地の競技会場周辺や輸送ルート

を中心に、補修が必要な区間を選定し、今年度

前半から重点的に工事を発注しているところで

あります。

 また、例年に比べ、数多くの区画線工事を発

注することにより、技術者の不足が懸念される

ため、本年４月から、現場代理人の兼務に関す

る要件を緩和したところであります。

 今後とも、発注規模の拡大や、工期の余裕期

間の設定などに取り組み、受注者の負担軽減を

図ることで、受注しやすい環境を整えてまいり

ます。

○山口俊樹議員 既に様々な工夫をされている
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ようですので、引き続き受注しやすい環境を整

えていただければと思います。国スポ・障スポ

が経済面でもしっかりと宮崎に生かせるよう、

よろしくお願いいたします。

 道路の白線について、もう少し伺いたいと思

います。

 特に交差点などで、道路のセンターライン

だったり外側の線はきれいになっているけれど

も、なぜか止まれの標示だったり停止線は消え

ているみたいな場面に遭遇することが時々あろ

うかと思います。

 これが起こる要因というのは管理者が違うか

らで、外側の外側線などは県や市といった道路

管理者、停止線などは警察の管轄になります。

我々県民からすると、どっちがやってもいいか

ら、やるなら一体的、効率的に整備してよと思

うところです。

 そこで、区画線等の工事や道路標識の工事を

発注する際の県土整備部と警察本部の連携状況

について、県土整備部長、そして警察本部長

に、それぞれの立場で伺いたいと思います。

○県土整備部長（中原 学君） 県が施工する

新設工事のうち、交差点改良や大規模な道路改

良では、設計段階から、交通管理者である警察

本部と協議を行っているほか、これらの工事を

施工する際には、管轄する警察署に立会いを要

請しております。

 一方で、区画線のみを補修する工事は、箇所

数が多く、県内各地に広く点在していることか

ら、施工区間や時期について、警察本部と十分

な調整を図ることが困難な状況であります。

○警察本部長（髙井良浩君） 県が道路管理者

となっている道路におきまして、警察が道路交

通法に基づき設置する道路標示につきまして

は、これを新設する場合には、原則として県土

整備部と情報共有しております。

 他方で、標示を補修する場合には、交通量が

多いなど工事による影響が大きいと見込まれる

場所や、道路舗装が損傷している場所などに

限って、事前に県土整備部と協議を行った上

で、工事を発注しているというのが現状でござ

います。

○山口俊樹議員 新しく造ったり、規模や交通

量がそれなりにあるものについては協議してい

るけれども、日常的な情報共有の仕組みはなか

なか十分じゃない、業務量も多いと思いますの

で、そういうところが現状のようです。そうい

うことであれば、ぜひ改善していただきたい

な、できる限り努力していただきたいなと思い

ます。

 そこで、今後の区画線等の工事における警察

本部との連携の在り方について、県土整備部長

に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 議員御指摘の

とおり、区画線等の工事におきましては、道路

管理者である県と交通管理者である警察本部が

施工調整を行うなど、同時期に補修されること

が効率的であり、交通安全の観点からも望まし

いと認識しております。

 このため、補修が必要な区画線等の工事のう

ち、交通管理者と関わりの深い交差点周辺など

の工事に関しては、土木事務所と警察署の連携

に加え、今後は、本庁で一元的に発注情報を管

理・共有するなど、警察本部と連携が図られる

よう検討してまいります。

○山口俊樹議員 できる限り効率的に行うべき

だという問題意識は共有いただいた上で、県土

整備部が中心となって情報共有を県警と行って

いくと、前向きな答弁をいただいたと思いま

す。県で成果が出れば、基礎自治体にも広げて
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いける取組になる可能性があるなと私は思って

いるところです。県警本部にも引き続き、御協

力をよろしくお願いいたします。

 続いて、命を守る取組ということで２問伺い

ます。

 先日もフィリピン沖地震に伴う津波について

の注意報が出ましたけれども、各自治体が南海

トラフなどへの対応を含めて、津波対策を重要

な課題としてやっております。

 宮崎市においては、被害想定の見直しを踏ま

えて、青島や内海などのエリアで津波避難タ

ワーの新設が検討されているところです。

 新設に当たっては財源が必要ですが、昨年、

特別委員会で視察した高知県などは独自の補助

を出すなど、自治体によっては基礎自治体への

財政支援を手厚くしているところもあります。

 そこで、宮崎市では津波避難施設の新設を検

討されておりますけれども、市町村が整備する

津波避難施設への財政支援について、危機管理

統括監に伺います。

○危機管理統括監（津田君彦君） 津波による

人的被害を軽減するためには、津波の到達予想

時間までに安全な場所への避難ができない避難

困難地域を解消することが不可欠です。

 このため県では、市町村が津波避難施設を整

備する際に、国の交付金及び公共事業等債を充

当した後の費用について、全額財政支援を行っ

ているところです。

 現在、市町村においては、県が昨年度実施し

た津波浸水想定の見直しを踏まえ、ハザード

マップや避難場所等について必要な見直しが行

われているところであり、宮崎市では、新たな

津波避難施設の整備を検討していると伺ってお

ります。

 今後、市町村等からの要望も踏まえながら、

他県の状況や津波避難施設の整備に係る支援に

ついて研究してまいります。

○山口俊樹議員 県としては、これまでも一定

の財政支援をしてきましたので、今後も基礎自

治体の要望を踏まえながら検討していきますと

いうことでございます。

 昨日の坂口議員の質問でも、防災・国土強靱

化の議論がありまして、知事も力強い答弁をさ

れていたなと感じていますので、宮崎市の動き

は県の想定の見直しなどを踏まえたものでもあ

りますし、ぜひ踏み込んだ支援の検討をよろし

くお願いしたいと思います。

 次に、救急安心センター事業について伺いま

す。

 昨年、野﨑議員も質問されておりました。こ

れは簡単に言いますと、救急車を呼ぶかどうか

など迷った際に、＃7119にかけると専門家に相

談できますよという仕組みです。宮崎市からも

要望が出ていますし、県民の安心とともに、救

急搬送の適正利用にもつながりますので、私も

ぜひ導入していただきたいなと思っています。

 そこで、救急安心センター事業（＃7119）に

ついて、全国の導入状況と、本県における導入

に向けた県の考えを、危機管理統括監に伺いま

す。

○危機管理統括監（津田君彦君） 救急安心セ

ンター事業（＃7119）は、令和８年６月現在、

41都道府県で導入されております。

 当事業は、救急搬送の必要性等について、医

師や看護師に電話でアドバイスを受けることが

できるものであり、導入により、相談者の不安

解消とともに、医療機関や救急の負担軽減につ

ながると認識しております。

 このため県では、各市町村・消防本部との間

で、類似する既存事業との整理など導入におけ
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る課題の解決に向けた協議を重ね、令和８年３

月の検討会で、県下全域で実施する方向性が確

認されたところです。

 引き続き、各市町村・消防本部や医療機関の

意見を踏まえながら、導入に向け、運営方法や

費用負担などの論点について検討を進めてまい

ります。

○山口俊樹議員 47都道府県のうち41都道府県

で導入済みの事業ということで、宮崎はちょっ

と遅れているんじゃないかなということが明ら

かになりました。一方で、今年の３月に市町村

とほぼ合意形成ができていまして、導入はほぼ

決定ですと言えるんじゃないかなと思います。

 本来ならば、熱中症などが増える夏場までに

導入できるといいなと思いますが、予算面など

の整理があると思いますので、そちらを早急に

整理いただいて、早期導入へ頑張っていただき

たいと思います。

 続いて、諸問題についてということで、分野

を絞らず、幾つか伺っていきたいと思います。

 まず、県警における外部通報制度についてで

ございます。

 他自治体の知事選だったり企業の不祥事など

をきっかけに、公益通報という言葉をよく耳に

するようになりました。公益通報制度というの

は、簡単に言うと内部告発した人を守る、不利

益を受けないような仕組みを整えましょうとい

うものでございます。大きな組織には設置が義

務づけられていて、県庁にも市役所にもそうい

う仕組みがあります。

 ただ、もし自分が内部告発者になったとき

に、勤め先に言うのはちょっと嫌だな、外部の

機関に伝えたいなということはあり得ると思う

んですよね。そういうときに使うのが外部通報

という仕組みになります。

 なかなか難しいですが、告発者を守る公益通

報という仕組みがあって、それには、内部告発

の内部通報と、警察などに通報する外部通報の

２種類があるよと思ってください。今回は警察

への外部通報の話です。

 まず、宮崎県警における外部通報窓口の概要

と設置目的、外部通報窓口を通じた受理件数と

対応状況について、警察本部長に伺います。

○警察本部長（髙井良浩君） 本県警察は、公

益通報者保護法に基づき、外部通報窓口を設置

しております。

 なお、同法の趣旨について、所管の消費者庁

は、労働者等が公益通報を行ったことを理由と

する解雇などの不利益な取扱いから保護される

ものであるとしておるところであります。

 この通報窓口に対しまして、労働者等から本

県警察が捜査を含む処分の権限を有する法令違

反が通報された場合には、警察において、今申

し上げた制度の趣旨を踏まえまして、必要な捜

査や調査を実施するということになります。

 本県警察への外部通報の受理件数を申し上げ

ますと、令和３年度から令和７年度までの５年

間で１件、令和８年度は５月末までで２件の合

計３件を受理しております。

 その対応状況は、受理した３件全てについ

て、関係部門において適切に対応しておりま

す。

○山口俊樹議員 言葉は難しかったですけれど

も、法律に基づいて、告発者が不利にならない

よう保護しながら捜査や調査をしますというこ

とです。受理件数は、昨年度までの５年間では

１件、今年度では既に２件来ていますよという

ことでございました。

 外部通報が分かりにくくて使いにくいのは、

告発する内容によって対応窓口が、警察だった
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り消費者庁だったり、違うということになりま

す。例えば警察だと、自分の働いている会社が

横領しているとか、詐欺に関わっているといっ

たようなことを告発するのが対象になると。た

だ、私も正直、判断がつかないです。だからこ

そ、一般的な県民の方が通報先として思い浮か

ぶ警察において、外部通報窓口が分かりやすく

連絡がしやすい状況をつくってほしいなと思っ

ています。

 質問に当たって、宮崎県警の外部通報窓口を

調べてみますと、「外部通報を受け付けていま

す」と窓口の案内がありました。しかし、連絡

をしようにも住所や電話番号は分かりづらく、

電子メールと書いてあるんですが、メールアド

レスが見当たらない、どこに送ればいいんだと

いう状況でございました。窓口を利用しように

も難しい状況です。

 そこで、外部通報窓口がより機能するよう

に、案内の在り方など窓口の機能向上ができな

いか、警察本部長に伺います。

○警察本部長（髙井良浩君） 外部通報窓口の

実効性を確保するためには、御指摘のとおり、

通報しようとする方にとって分かりやすい案内

が不可欠であると認識しております。

 本県警察では、ホームページ上に外部通報窓

口を掲載しておりますが、御指摘のとおり、従

来の掲載内容は連絡先などに不明瞭な点があり

ました。御指摘いただいて、ありがとうござい

ます。

 御指摘を踏まえまして、早速ホームページの

掲載内容を見直しておりまして、既に連絡先の

電話番号と文書の郵送先については、改めて明

記させていただいております。

 ただ、電子メールにつきましては、この際、

改めて通報受付専用のメールアドレスを新たに

取得したいと考えておりまして、若干お時間を

いただければと考えております。

 今後はさらに、ホームページ上で制度に関す

る分かりやすい掲載内容の拡充を検討するな

ど、通報しようとする方が利用しやすい窓口に

なるよう取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 一部について早速対応いただ

いたということで、ありがとうございます。警

察のホームページには様々な相談窓口が載って

おります。たくさんあり過ぎて分かりづらいと

ころもありますので、ぜひ相談しやすい状況を

つくっていただきたいと思います。

 外部通報窓口は、県警に限らず、多くの機関

が利用しやすい窓口づくりを進める必要があり

ます。ただ、犯罪行為や違法性が疑われる場

合、警察がまず頼りにされるものだと私は思っ

ておりますので、今回、細かな制度の質問にな

りましたけれども、県警に伺わせていただきま

した。引き続き対応をよろしくお願いいたしま

す。

 続いて、農地相続の課題について伺いたいと

思います。

 先般、全国の農地の約２割が所有者不明、不

在という新聞報道がございました。

 不明、不在イコール耕作放棄ということでは

ないので、すぐに大きな影響が出るものではな

いようですが、相続は義務化されていますし、

農地の集約において所有者が不明というのは、

ハードルが高くなる可能性があります。

 そこで、本県における相続未登記農地の現状

と対策について、農政水産部長に伺います。

○農政水産部長（児玉憲明君） 国が公表した

令和６年度のデータによりますと、本県の相続

未登記農地は、農地面積の16％となる約１万

2,000ヘクタールであり、全国平均の9.7％に比
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べてその割合が高く、農地の集積・集約化を進

める上で支障となることが懸念されます。

 このため県では、令和６年度から義務化され

た相続登記について、新聞やラジオ、研修会で

制度の周知を図っております。

 また、農業会議と連携した国庫補助事業の活

用により、司法書士の助言も得ながら相続関係

の整理を行う農業委員会を支援するなど、所有

者不明農地の解消等に取り組んでおります。

 県としましては、これらの取組を進めなが

ら、相続登記の徹底を図り、農地の集積・集約

につなげてまいります。

○山口俊樹議員 本県は約16％が相続未登記農

地、全国の約10％と比べると、ちょっと高いと

いうことでございました。今後も農地の相続は

増える可能性が高いですので、農地の集約化な

どの政策への影響が強く出てこないうちに、対

応をしっかり行っていただきたいと思います。

宅地の相続もそうですけれども、周知を、相続

に関わる可能性のある業種、生命保険会社と

か、これまでお願いしていなかった分野の方々

を巻き込むことも検討してもいいのかなと感じ

たところでございます。

 続いて、ＬＥＤ化についてでございます。

 私の所属する自治会の公民館でも、蛍光灯の

来年での生産終了に伴って、ＬＥＤ化するか、

工事するならめちゃくちゃお金がかかるけれど

も、どうしようという議論が出ております。そ

うした団体への対応はもちろん考えないといけ

ないんですが、県の施設はそもそもＬＥＤ化に

対応できているのか確認したいと思います。

 そこで、県有施設におけるＬＥＤ照明への切

替えの進捗率と今後の見込みについて、総務部

長に伺います。

○総務部長（田中克尚君） 庁舎等で使用され

ている蛍光灯は、令和９年末までに製造及び輸

出入が禁止されることに伴いまして、早期にＬ

ＥＤ照明へと切り替える必要があります。

 県有施設のうち、庁舎などの行政系施設につ

きましては、令和８年５月末時点で切替え工事

の対応が必要な377棟のうち62％が完了してお

り、今年度中に８％が実施見込みとなっており

ます。

 照明器具のＬＥＤ化は、環境負荷を低減する

とともに、ランニングコストの削減にもつなが

りますことから、未実施の建物につきまして

も、今後、施設管理者と協議しながら計画的な

工事を実施してまいります。

○山口俊樹議員 今年度末で７割が対応見込み

ということです。正直もうちょっと高いだろう

と思っていたんですけれども、そもそも切替え

工事をするかどうかを決めていないとか、決め

られていない施設が多数あるということで、そ

の判断待ちだということでございます。早期に

判断して、お尻が決まっていることでもありま

すので、適切に対応をお願いしたいと思いま

す。

 次に、これまでの質問への対応について伺い

たいと思います。

 まず、県体育館についてでございます。

 以前の答弁では、令和８年度までに教育委員

会や県庁内で活用の有無を検討するということ

でございましたが、今議会で解体に関わる予算

が提案され、庁内での活用が見込める旨の説明

もあったところです。

 具体的な利活用の説明というのは現状ないと

ころではございますが、県体育館の今後の利活

用に係る庁内の検討状況について、知事に伺い

たいと思います。

○知事（河野俊嗣君） 宮崎国スポ・障スポの
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開催に向けまして、新たな体育館を延岡市に整

備したことに伴い、宮崎市の県体育館につきま

しては、大会後に解体し、跡地を県が引き続き

利用する方向で現在検討を進めているところで

あります。

 現時点では、庁内で複数のアイデアが出てい

るものの、具体的な利活用方法が決まっている

状況ではありません。

 今後の方向性を探る上では、様々な視点を取

り入れることが重要でありますので、県都であ

る宮崎市の中心部という好立地を生かし、置県

150年、さらにその先に見据える「安心と希望

あふれる宮崎」の礎となるよう、引き続き、

様々な観点から十分な議論を進めた上で決定し

てまいります。

○山口俊樹議員 跡地は県が利用する方向、複

数のアイデアがあるということでございまし

た。宮崎駅に近い、あれだけの規模の土地は貴

重だと思います。県民の大事な資産として、今

後のまちづくりを見据えた活用への議論を期待

したいと思います。

 続いて、県総合運動公園について、２問伺い

ます。

 かねてから、県総合運動公園の駐車場につい

ては、積極的な有料化を検討していくべきだと

提案しております。

 その検討の一環として、今年の２月には新た

な取組の実証実験を行ったようですけれども、

その結果と今後の駐車料金の在り方の方向性

を、教育長に伺います。

○教育長（吉村達也君） 教育委員会では、現

在、平日の料金徴収や駐車時間に応じた料金設

定の導入、円滑な料金徴収の在り方等を検討し

ております。

 今年２月のキャンプ時期には、運動公園北側

駐車場において、全自動精算システムを検証し

ました。その結果、出庫時の混雑緩和が確認で

きたことに加え、総利用台数約４万6,000台、

うち県外ナンバー約45％、平均駐車時間約２時

間30分など、料金設定をするための参考データ

を得ることができたところです。

 なお、料金設定にはキャンプ期間以外の平時

の利用状況の把握も必要なため、今年９月に改

めて実証実験を行う予定であります。

 今後、実証実験の結果を踏まえ、最適な料金

体系の設定や全自動精算システムの導入につい

て、さらに検討を進めてまいります。

○山口俊樹議員 約45％が県外ナンバーであっ

たということで、非常に外貨を稼ぐ可能性があ

るんじゃないかなと思ったところです。様々な

データを収集できて、さらに９月に実証実験を

行って、料金体系やシステムの検討をするとい

うことでございます。前向きな検討が進んでい

ると理解したいと思います。

 運動公園におきましては、テニスコートが新

設されるなど明るい話題がある一方で、施設の

予約がオンラインでできないといった課題も出

てきております。

 公共施設のオンライン予約システムの導入に

ついて以前質問しておりますけれども、特に県

総合運動公園において、利便性向上に向けて、

オンライン予約やキャッシュレス決済ができる

システムの導入ができないのか、教育長に伺い

ます。

○教育長（吉村達也君） オンライン予約や

キャッシュレス決済が可能となるシステムの導

入は、利用者の利便性を大きく向上させるもの

であります。

 県総合運動公園は、スポーツランドみやざき

の中核施設でありますので、指定管理者の更新
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時期も見据え、導入に向けて検討してまいりま

す。

○山口俊樹議員 指定管理者の更新時期を見据

えて、導入に向けて検討していくという前向き

な答弁でございました。

 ちなみに、指定管理者は今年度募集で、来年

度から新しい期間に入ります。先ほどの駐車場

の話もありますけれども、指定管理の新しい期

間に入るに当たって、ぜひいろんなものが変

わっていければと、前向きになっていけばいい

かなと思いますので、早期の導入を期待したい

と思います。

 最後に２問、ライフワークのようになってい

ますが、宮崎港について伺いたいと思います。

 昨年11月の質問では、宮崎港において、取扱

量の増加に伴って、埠頭用地の拡張工事を進め

ていて、2026年の夏に全面供用予定であるとい

うことを答弁いただきました。そろそろ夏が近

づいておりまして、工事のめども立ってきたか

なと思います。

 そこで、現在、整備を進めている宮崎港東地

区埠頭用地の供用見込みとその効果について、

県土整備部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 宮崎港東地区

では、急増する原木輸出等に対応するため、埠

頭用地3.4ヘクタールの整備を進めておりま

す。このうち、1.7ヘクタールを昨年10月に供

用し、残る1.7ヘクタールについては、現在、

舗装工事等を進め、今年９月の全面供用を予定

しております。

 この整備により、原木取扱量のさらなる増加

に加え、鉄鋼業の脱炭素化に必要な鉄スクラッ

プの増加が見込まれるなど、宮崎港のより一層

の利活用促進が図られるとともに、本県林業の

活性化や、カーボンニュートラル社会の実現に

つながるものと考えております。

 今後とも、関係団体と連携を図りながら、必

要な施設整備を進めるなど、宮崎港東地区の機

能強化に取り組んでまいります。

○山口俊樹議員 今、具体的な日程といいます

か、９月に全面供用を予定していまして、宮崎

港の一層の利用促進が見込まれますよというこ

とでございました。宮崎港については、宮崎市

を含めて、国へも様々な要望をさせていただい

ております。機能強化に期待して、引き続き応

援していきたいと思います。

 最後の質問は、宮崎港分譲地についてです。

 ３年前に約30年間売れ残っていると指摘させ

ていただいて以降、担当の皆さんに新たな取組

をしてもらって活用を進めていただいておりま

す。

 昨年は分譲だけでなく、貸付制度という大き

なチャレンジをされましたが、宮崎港分譲地に

ついて、貸付制度導入後の活用状況を県土整備

部長に伺います。

○県土整備部長（中原 学君） 宮崎港分譲地

につきましては、残る約５万平方メートルの利

活用を促進するため、売却に加えて、昨年７月

から貸付制度を導入しております。

 分譲地の利用に関する昨年度の問合せは、過

去５年間で最多となる24件に上り、このうち、

16件が貸付けに関する問合せであるなど、大き

な関心が寄せられております。

 現在、３社との間で合わせて約3,000平方

メートルの貸付契約を締結し、物流業者のト

ラック保管場所等として利用されているところ

です。

 今後とも、企業への積極的なセールス活動を

行い、分譲地のさらなる利活用に取り組んでま

いります。
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○山口俊樹議員 問合せが大幅に増えたり、実

際に契約も進むなど、成果が出ているというこ

とです。長年の課題が前進していることを評価

したいなと思います。引き続き、全ての土地を

活用するんだという気概を持って進めていただ

きたいと思います。

 以上で、本日用意した28問が全て終わりまし

た。当局の皆さんにおかれましては、誠実に対

応いただき、ありがとうございました。

 また、佐藤副知事におかれましては、宮崎を

離れられるということで、これまでの御貢献に

感謝し、これからの御活躍を祈念いたしており

ます。

 人口減少が進む中で、宮崎が持続可能で魅力

的な地域であるためには、言うまでもなく、現

状維持ではなく、常に改善と挑戦が必要です。

本日の議論が県政を改善と挑戦へと動かすこと

を期待して、私の質問を終わります。ありがと

うございました。（拍手）

○山下 寿副議長 以上で午前の質問は終わり

ます。

 午後は１時再開、休憩いたします。

   午前11時56分休憩

   午後１時０分再開

○外山 衛議長 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

次は、黒岩保雄議員。

○黒岩保雄議員〔登壇〕（拍手） 日南市選

出、自民党の黒岩保雄です。傍聴席、またイン

ターネットで御覧の皆様、本日はありがとうご

ざいます。午前中は若さあふれる質問がありま

したが、つられることなく熟年の雰囲気で質問

してまいりますので、よろしくお願いします。

 昨日から一般質問をお聞きしておりますと、

私の質問と似通った質問が幾つかありました

が、通告どおり質問してまいりますので、よろ

しくお願いいたします。

 人口減少、少子高齢化など社会の構造が変化

する中、知事におかれては、その人柄なのか、

これまで施策の展開に際しては公平・均衡を重

視してきた印象があり、県民生活に安定と安心

を与えてこられたことは評価する一方で、何か

物足りないと感じる県民もおられます。

 ３つの日本一挑戦プロジェクト、宮崎国ス

ポ・障スポの開催準備など、県庁が一丸となっ

て取り組んでいても、県民にはその熱があまり

伝わっていないのかもしれません。

 今後は、重要な施策には思い切った投資、一

方では、時にはやめる、やらないという厳しい

判断をするなどの大胆な政策の展開で、持続可

能な県勢発展に取り組まなければならないと思

います。

 こうした中、知事は、人口減少に立ち向かう

姿勢から、昨年秋頃から「適応する」というフ

レーズを用いるようになりました。私もこれま

で、人口減少にブレーキをかけることはできな

いので、その減少を少しでも緩やかにすること

で、急激な社会の変化を防ぎつつ、人口減少社

会に適応していくことこそが現実的だと申し上

げてきましたので、その方針には賛同いたしま

す。

 人口減少になっても経済を停滞させないため

の効率的な生産活動が求められる一方で、縮小

せざるを得ない事業が多々出てきます。こうし

た縮小や削減・廃止のほうが、むしろエネル

ギーを費やすのではないかと考えますが、断行

しなければ前に進めません。

 そこで知事は、人口減少への適応を掲げてお

りますが、人や予算が限られる中、今後どう
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いった施策を強化していくのか、また、どのよ

うな姿勢でインフラ等の機能維持を図っていく

のかお伺いします。

 壇上からの質問は以上といたします。（拍手）

〔降壇〕

○知事（河野俊嗣君）〔登壇〕 お答えしま

す。

 人口減少下において、持続可能で安全・安心

な県づくりを進めていくためには、産業の稼ぐ

力を伸ばすとともに、暮らしに必要なサービス

や社会インフラを適切に維持していく必要があ

ります。

 このため、スマート農業の推進や輸出の拡大

などによるフードビジネスのさらなる振興や、

宮崎国スポ・障スポのレガシーを最大限活用し

たスポーツの成長産業化など、本県の強みを生

かした産業振興に重点的に取り組んでまいりま

す。

 一方、担い手や税収の確保がますます困難と

なる中にあって、医療・福祉、交通・物流等の

住民サービスや道路・公共施設等の社会インフ

ラなどの機能維持・向上を図るためには、地域

の実情に応じた広域連携や機能の再編・分担、

民間活力の活用など、あらゆる適応策も検討し

実施していく必要があります。

 今後も長期にわたって人口減少が続く見通し

の中、市町村等ともしっかりと連携し、県民が

安心して暮らせる持続可能な宮崎づくりに取り

組んでまいります。以上であります。〔降壇〕

○黒岩保雄議員 住民サービスや社会インフラ

の機能の維持・向上のためには、機能の再編・

分担、民間活力の活用も検討するということ

は、縮小、廃止、切離しも検討するということ

だと思います。

 ５期目に挑戦される知事は、今後、大胆な決

断と断行力を持って県政に臨み、歴史ある宮崎

県政に大きな爪痕を残す知事であってほしいと

思います。反面、こう申し上げながら、私とし

ては、時には総論賛成、各論反対の立場を取ら

ざるを得ないときもありますので、お察しいた

だきたいと思います。

 宮崎国スポ・障スポの際には、天皇皇后両陛

下をはじめ、皇族の方々に御来県いただけるも

のと考えておりますが、その御視察先はどこに

なるのかなど、県民の関心は高いところでござ

います。これまでも県議会の一般質問等で、天

皇家ゆかりの地がある高原町や高千穂町などを

御視察いただきたいとの発言もあったところで

あります。

 そこで、行幸啓の行程の決定時期はいつ頃に

なるのか、総合政策部長にお尋ねいたします。

○総合政策部長（大東 収君） 国スポ・障ス

ポでは、天皇皇后両陛下をはじめ、多くの皇室

の方々が競技御覧に併せて、地方事情を御視察

されております。

 天皇皇后両陛下の行幸啓の御日程につきまし

ては、御視察先やお泊まり所、お立ち寄りにな

られる施設等での警備上の確認や各所との調整

が必要でありまして、今後、宮内庁や関係機関

とも協議を重ね、綿密な計画を立てることとな

ります。

 なお、昨年度の滋賀国スポの例で申し上げま

すと、大会のおおむね一月前に宮内庁より御日

程が発表されております。

 県としましては、天皇皇后両陛下に御来県い

ただける場合には、即位後初めての御来県とな

りますことから、宮崎らしい、おもてなしの心

あふれる温かな雰囲気でお迎えできるよう準備

を進めてまいります。

○黒岩保雄議員 昨年度の滋賀国スポの例で
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は、大会のおおむね１か月前に発表だというこ

とでございます。警察本部における警備体制に

つきましても、御日程や御視察先が判明してか

ら規模や具体的な体制を決定するそうでござい

ますので、他県からの応援の受入れも含めて、

万全を期していただきたいと思います。

 また、県からは御視察先の提案を本年度中に

は行うようでございますので、知事におかれま

しては、県民の声を反映した御視察先をしっか

りと提案してほしいと思います。

 なお、高原町や高千穂町のいずれかを提案さ

れるということになりますと、もう片方の顔が

立たないので、私としましては、間を取って日

南市なら丸く収まるのではないかと思っており

ます。

 宮崎国スポ・障スポの目的の一つは、大会後

においても、引き続き、その会場で様々な大会

が開催されるようになることであります。

 そのためには、施設の充実、大会運営のノウ

ハウの蓄積、そして地元の方々の競技に対する

理解や関心の高まりが必要だと考えておりま

す。そして、この地元の方々に理解や関心を高

めていただくためには、競技会場に足を運んで

いただき、観戦していただくことが効果的だと

思います。

 そこで、国スポ・障スポの地元の盛り上げや

観戦促進のための県の取組について、宮崎国ス

ポ・障スポ局長にお伺いいたします。

○宮崎国スポ・障スポ局長（中尾慶一郎君） 宮

崎国スポ・障スポでは、全市町村で競技が開催

されることから、地元の盛り上げや観戦促進の

取組は大変重要であると考えております。

 このため県では、競技の魅力や選手の思いを

テレビ番組等の各種メディアを通じて発信する

とともに、県内各地で実施しているＰＲキャラ

バンでは、住民向けに競技体験会等を実施して

いるところであります。

 また、各市町村での取組につきましては、地

域独自の応援活動や地元の特色を生かしたおも

てなし活動への支援制度を今年度新たに設けた

ところであります。

 今後、大会本番に向け、競技の紹介を盛り込

んだ観戦ガイドブックも制作することとしてお

り、こうした取組を通じて、地元の盛り上げ等

につなげてまいります。

○黒岩保雄議員 ＰＲキャラバンで競技体験会

などに取り組んでいただいているようでござい

ます。野球やバレーボールなどのように人気の

スポーツは、皆さんがルールを理解しておりま

すが、セーリングをはじめ、あまりなじみのな

い競技は、特に配慮をお願いしたいと思いま

す。また、盛り上げや観戦の促進の取組の主体

は市町村になるかと思いますが、市町村から要

望があれば、観客スペースの確保やスタンドの

設置などに要する経費の支援もお願いしたいと

思います。

 昭和54年に開催された日本のふるさと宮崎国

体のとき、私は高校１年生でございました。別

に私の年齢を紹介する意味ではありませんが、

当時、身近にある競技会場などで、国内最高レ

ベルの競技が連日繰り広げられ、県選手団の活

躍が報じられるたびに「宮崎県すごいな」と興

奮したのを覚えております。

 特に高校野球では、夏の甲子園を沸かせた強

豪チームが出場し、スター選手が間近に見られ

たことは、生涯の思い出となっています。

 このような感動や経験を幼い世代、若い世代

に体験してもらうことは、競技の普及や競技力

の向上をはじめ、人間形成やスポーツ観光の推

進にも、とても意義あることだと思います。
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 こうしたことから、国スポ・障スポ開催中の

平日に、小中高生に競技を観戦する機会を設け

ることはできないか、教育長にお尋ねいたしま

す。

○教育長（吉村達也君） 宮崎国スポ・障スポ

は、児童生徒にとって、トップレベルのスポー

ツに触れる貴重な機会になるとともに、スポー

ツを通して、努力や挑戦し続けることの大切さ

を改めて認識できる重要な学びの場であると考

えております。

 県教育委員会では、国スポ・障スポを観戦す

る意義を踏まえ、県立学校の児童生徒が平日に

競技を観戦できるよう、出欠の取扱いを含め、

検討を進めております。

 小中学校につきましては、市町村教育委員会

において判断されるものではありますが、宮崎

国スポ・障スポは、県民総参加型の大会である

こと、また、全ての児童生徒にとって有意義な

学びの場であることから、出欠の取扱い等につ

いて十分な周知を行ってまいります。

○黒岩保雄議員 観戦できるよう、出欠の取扱

いも含め検討を進めていただいているというこ

とでございます。また、小中学校にも同様の取

扱いについて周知するということでございます

ので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

特に小学校では、学校単位で遠足を兼ねた観

戦なども行われることが想定されますので、バ

スの借り上げなどの経費が発生する場合の支援

についても配慮をお願いしておきたいと思いま

す。

 さて、昨年11月県議会の私の一般質問で、本

県開催の国スポ・障スポにおいて、職員の皆さ

んが意欲を持って役員や選手等として参加でき

るように、休暇等の服務の取扱いを検討すべき

ではないかと質問したところ、総務部長から、

先進県の事例等も参考にしながら検討を進めて

いるとの答弁がございました。

 本年度にはリハーサル大会も始まっておりま

すが、本県開催の国スポ・障スポに参加する職

員の服務上の取扱いに関する検討状況はどう

なっているのか、総務部長にお尋ねいたしま

す。

○総務部長（田中克尚君） 県ではこれまで、

職員が国スポ・障スポ関連行事に参加する際

は、服務上、その形態により、公務としての出

張や無給の職務専念義務の免除、年次有給休暇

の取得といった取扱いとしておりましたが、来

年度に本県開催となることや、これまでの開催

県の対応を踏まえ、本年４月に見直しを行った

ところであります。

 具体的には、関係機関からの依頼を受け、役

員やスタッフ等として大会や行事に従事する場

合は職務として、監督、コーチ、選手等として

本大会や事前の強化合宿等に参加する場合は、

有給の職務専念義務の免除とする取扱いに改め

ております。

 県といたしましても、宮崎国スポ・障スポ成

功のため、引き続き、職員の積極的な参加を後

押ししてまいります。

○黒岩保雄議員 職務、または有給の職務専念

義務の免除という扱いに改めていただき、感謝

いたします。職員の皆さんも思い切ったパ

フォーマンスができるものと考えております。

この取扱いをしっかりと職員に周知していただ

き、権利として与えられている年次休暇の取得

の促進も、働き方改革の一環として引き続きよ

ろしくお願いしておきます。

 また、こうした県の取扱いについては、県内

市町村などにも既に情報を提供していただいて

いると聞いておりますので、足並みがそろうこ
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とを期待しております。対応に感謝いたしま

す。

 次に、令和８年度の全日制県立高校の一般入

試の競争倍率が、過去10年で最低の0.71倍にな

りました。全日制34校のうち27校、実におよそ

８割の高校が１倍に満たない状況であります。

 そこで、令和８年度の県立高校の入学者数

と、その動向の検証結果について、教育長にお

伺いいたします。

○教育長（吉村達也君） 令和８年度の県立高

校の入学者数は6,470人で、前年度と比べ267人

減少しております。

 課程別に見ると、全日制は6,118人で、前年

度と比べ221人の減、定時制は175人で11人の

増、通信制は177人で７人の減となっておりま

す。

 令和８年３月の中学校卒業者数は、前年とほ

ぼ同数であることから、全日制については、高

校無償化の影響が顕著に現れたものと考えてお

ります。

 一方、定時制と通信制につきましては、前年

とほぼ同数を維持していることから、高校教育

に関する価値観が多様化する中、ニーズに応じ

た学びが提供できているのではないかと考えて

おります。

○黒岩保雄議員 実質高校無償化は令和２年度

からスタートし、本年度は私立高校の支給額の

引上げや所得制限の撤廃など、より私立高校に

進学しやすい環境にあることは確かでございま

すが、昨年度と比較して、県立高校への進学率

の差は３ポイントの減であります。入学者の減

少はかなり前から見られてきたことから、私立

高校の実質無償化が最大の要因であるとは言い

切れないのではないかと考えています。

 こうした中、保護者からは、県立高校の場

合、大学からの指定校推薦の数の少なさ、また

は不透明さが選ばれない原因だという声を聞い

ています。

 そこで、県立高校における私立大学の指定校

推薦の状況はどうなっているのか、教育長にお

尋ねいたします。

○教育長（吉村達也君） 私立大学の指定校推

薦は、各大学が特定の高校に対して、これまで

の進学実績等を評価した上で推薦枠を設ける制

度であり、毎年夏頃に、大学から高校に対して

学部と人数の指定があります。

 各高校には複数の推薦枠があり、生徒の受験

希望等を踏まえ、大学から示された推薦基準に

基づき、各高校において、指定人数の枠内で推

薦生徒を決定しております。

○黒岩保雄議員 インターネットで宮崎県内の

高校の指定校推薦を検索しますと、私立高校10

校ほどの各指定校推薦の状況を見ることができ

ます。入学者に希望を与えるような有名私立大

学などが多く掲載されています。

 一方、県立高校の場合は、教育委員会に伺っ

たところ、各学校の内部情報という扱いのた

め、指定校推薦の状況は把握していないという

ことでございました。生徒にも指定校推薦によ

る入学はあまり勧めていないような印象でござ

いました。これで私立大学に進学したいという

学生の進路指導は十分であると言えるでしょう

か。普通科クラスの中には、私立文系や私立理

系のコースもあり、私立大学への進学を夢見て

いる学生もいるはずでございます。

 県立高校が理想とする教育内容が、保護者や

生徒が望むものとなっているか、私立高校と何

が違うかなどの検証を再度行う必要があるので

はないかと考えています。

 加えて、始業前の朝課外を見直す動きが広
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がっておりますが、デジタル化が進む中、朝課

外の必要性の検証など、現在の見直し状況はど

うなっているのかも気になるところでありま

す。

 本年度中に高等学校教育改革実行計画を策定

されることになっておりますが、この中で、保

護者や生徒のアンケートを行うなど、様々な意

見を十分に把握し、さらに選ばれる県立高校に

なるための議論が深まることを期待しておりま

す。

 県内における令和７年度の中学校卒業者数は

１万239人でありました。一方、先日発表され

た本県の令和７年の出生者数は、過去最少の

5,923人であります。単純にこの5,923人が15年

後の中学校卒業者数とした場合には、約４割減

少することになります。

 このような状況を踏まえますと、現状のまま

では学校の運営が厳しくなることは容易に想像

できますが、教育委員会としては今後どのよう

に県立高校を維持されていく考えなのか、教育

長にお尋ねいたします。

○教育長（吉村達也君） 議員御指摘のとお

り、2040年には中学校卒業者数が6,000人を割

り込むことが予想されており、中山間地域の学

校を中心に、必要な学びの提供が困難になるこ

とも考えられます。

 県立高校は、公教育としての責務のほか、地

域や産業を担う人材の育成が求められているこ

とから、将来にわたり持続可能な形で維持して

いく必要があると考えております。

 これまで、令和３年３月策定の高等学校教育

整備基本方針に基づき、学科改編や募集定員の

調整等を実施してきたところでありますが、予

想を超える少子化の進行や高校無償化による影

響も踏まえ、今年度中に策定する高校教育改革

実行計画におきまして、各学校の適正な規模の

ほか、魅力化・特色化を図るため、さらなる学

科改編や入試制度改革、多様な学びの提供な

ど、2040年を見据えた県立高校の在り方を示し

ていくこととしております。

○黒岩保雄議員 答弁にありました入試制度改

革として、推薦入試と一般入試を一本化するな

どの検討を始められたということについては評

価したいと思います。また、県立高校は、私立

高校にはない職業系の学科、特に農業系の学科

の必要性や、山間部などの高校は、生徒の進学

先の確保としての役割もございます。県立高校

の役割を抜本的に見直し、新たな視点での再編

の検討を提案しておきます。

 こうした中でも、県内の県立と私立の高校で

減少する生徒の言わば奪い合いをしても、抜本

的な解決にはならないと考えています。県で

は、４校の県立高校で全国募集を行っていま

す。また、県西部のある私立高校は、県境を越

えて多くのスクールバスを運行し、一定数の生

徒が県外から通学しているそうであります。

 今後は県外にも目を向けた対策の強化も必要

かと思いますが、県立高校各校における全国募

集の在籍者数と、今後の全国募集の拡大につい

てどのように考えておられるのか、教育長にお

尋ねします。

○教育長（吉村達也君） 全国募集で入学した

在籍者数は、令和８年度現在で、飯野高校が19

名、高鍋農業高校が７名、高千穂高校が17名、

宮崎海洋高校が10名となっております。

 各学校では、県内外の生徒が共に学ぶことに

より、互いに刺激し合い、成長していく場と

なっているとともに、全国から入学した生徒

は、地域住民との交流等を通し、それぞれ充実

した生活を送っております。
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 全国募集は、学校の魅力を高め、活性化を促

す効果があることから、今後も学校や地元自治

体の要請がある場合には、導入要件である１学

年４学級以下の小規模校であること、特色ある

学校づくりが行われていること、県外志願者の

住居及び身元引受人が確保されていることを確

認した上で、拡大を検討してまいります。

○黒岩保雄議員 ４校で合計53人が全国募集の

生徒だということでございます。

 県内の高校には、野球やサッカーをはじめ、

多くのすばらしい指導者の下に、県外から部員

も集まっている学校がございます。また、えび

の市では、飯野高校に通学する学生に対し、給

付型の奨学金、交通費支給、下宿代の助成及び

寮の設置など、様々な支援を積極的に行ってい

ます。こうした例も参考にしながら、県外から

の受入れ対策を充実させてほしいと思います。

 今後は、学校や地元自治体の要請があれば拡

大を検討するということでございますが、もっ

と学校や地元自治体と連携を図り、積極的に取

り組んでいただきたいと思います。

 東京都千代田区九段南にある県東京ビルは、

令和５年の解体から始まり、およそ２年の建設

工事を経て、本年10月に供用が開始されます。

 これに伴い、ビルにある学生寮も来年４月か

ら運用が再開されます。地価や家賃の高騰が止

まらない都内におきまして、安価で真新しい寮

には高い関心が寄せられるものと考えておりま

すが、この寮の募集開始時期や定数、条件など

はどうなっているのか、総務部長にお尋ねいた

します。

○総務部長（田中克尚君） 県東京学生寮の令

和９年度入寮者は、本年11月頃の募集開始を予

定しております。

 定数は、男女各26名、合計52名であり、個室

のほか共同自炊室などを備え、利用料金は月額

４万2,000円であります。

 入寮対象は、原則、東京都及びその周辺地域

に所在する大学等の第１学年の学生であります

が、今年度の募集においては、令和５年度以降

の休寮期間中に進学した者も対象に含めること

としております。

 このほか、入寮資格としては、保護者が宮崎

県内に居住していることや、経済上の理由によ

り入寮を必要とする者であることなどが、管理

規則において定められております。

○黒岩保雄議員 従来の寮は２人部屋でした

が、今回は個室にした点や、寮を休止した期間

中に進学された学生も募集の対象とする点など

については、いいことだと思います。

 この寮の運営に係る様々な経費については、

当然入寮者の利用料金だけでは賄えず、毎年、

県の予算から運営経費を支出することになると

思います。

 寮を出た学生は、多くが関東圏に就職するも

のと考えられますが、その後においても、何ら

かの形で本県との関わりを持ち、さらに言え

ば、県内に就職していただけるような仕組みが

あってもいいのではないかと思います。

 そこで、県東京学生寮の入居条件は、単に経

済上の理由によるものだけではなく、例えば県

内企業の面接も受けていただくなど、本県の発

展に資する条件を加える必要があると考えます

が、県の考えを総務部長にお伺いいたします。

○総務部長（田中克尚君） 県東京学生寮の入

寮資格については、学生の利用のしやすさ等を

勘案しまして、現在、就職に関する条件は定め

ておりませんが、卒業後に本県に戻り、県内で

活躍されることは、県としても期待していると

ころであります。
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 このため、寮を運営する指定管理者の業務を

通じまして、入寮者同士の親睦を深めるレクリ

エーション等の実施により、学生の郷土愛の醸

成を図るほか、県内企業の情報提供や就職説明

会の開催案内を行うなど、より多くの学生に県

内企業への関心を深めてもらえるような取組を

進めてまいります。

○黒岩保雄議員 県内企業の情報提供などをさ

れるということでございますが、寮を巣立って

いった後も、学生間や県と何らかのつながりが

継続できることが鍵だと思います。寮の出身者

でつくるＯＢ会のようなコミュニティーを立ち

上げ、定期的に交流を続けるのもいいのではな

いかと思いますので、提案しておきたいと思い

ます。

 県内には、事業主等が組織する職業訓練法人

により運営している認定職業訓練校がありま

す。このうち、教科、訓練期間等について、法

令の基準に適合したものと県が認定したものを

認定職業訓練と言い、事業主等が雇用する従業

員に対する建築関係の訓練科が多くあります。

 加えて、この訓練校の中には、主に離職者等

を対象に、県からの委託により実施している訓

練及び国の求職者支援訓練もあり、地域にとっ

て必要な施設であります。

 そこで、県内で認定職業訓練を行う職業訓練

法人数と、訓練生の人数の推移について、商工

観光労働部長にお尋ねいたします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 会社等に

在籍している方が対象となる認定職業訓練は、

現在、県内では、建築や機械加工、美容といっ

た分野で行われており、県では、訓練を実施す

る職業訓練法人等に対して、運営費補助などの

支援を行っております。

 職業訓練法人数は、10年前の平成28年度は11

法人でありましたが、その後、日南職業訓練協

会など２法人が解散し、現在は９法人となって

おります。

 また、訓練期間が１年以上の普通課程訓練に

おける県内全体の訓練生の人数は、平成28年度

は75名、昨年度は73名となっており、例年70名

から80名程度の訓練生が技能の向上に取り組ん

でいるところでございます。

○黒岩保雄議員 10年間の比較では、２法人が

解散したものの、訓練生は横ばいとなっている

ということでございます。

 先ほどの委託訓練について、県では、離職者

の方が就職するために必要な知識や技能―パ

ソコンスキルとか介護等でございますが―を

習得し、早期に就職するためのハロートレーニ

ングを、認定職業訓練校をはじめとする民間教

育訓練機関等に委託して実施しています。

 しかし、答弁であったように、日南職業訓練

協会の解散に伴い、申込みを受け付けるハロー

ワーク管内に認定職業訓練校がないのは、日

南・串間地区だけとなっています。

 日南市内に認定職業訓練校があった令和６年

度には、定員60名に対し55名の方がパソコンス

キルアップなどの訓練を受けておりましたが、

現在、その訓練を受けようとする場合は宮崎市

などへ通わなくてはならず、諦めている人もい

るのではないかと考えます。

 そこで、日南・串間地区における県の委託訓

練の機会創出について、県としてどのように対

応していくのか、商工観光労働部長にお尋ねい

たします。

○商工観光労働部長（児玉浩明君） 離職者等

を対象とする委託訓練は、日南・串間地区で

は、現在、訓練期間が２年間の介護福祉士養成

科がありますが、以前実施していたパソコン基
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礎などを学べる訓練コースは、日南職業訓練協

会の解散に伴い、令和７年度以降は開講してい

ないところでございます。

 日南・串間地区をはじめ県内各地において、

労働市場の変化や離職者等のニーズに応じた職

業訓練の機会を創出することは大変重要であり

ますので、県としましては、引き続き、労働局

や地元自治体などと連携を図りながら、地域で

委託訓練を行う法人等の掘り起こしなどに取り

組んでまいります。

○黒岩保雄議員 委託訓練を引き受けてくださ

る法人等の掘り起こしをやっていただけるとい

うことで、どうぞよろしくお願いしたいと思い

ます。

 さて、小学校の完全給食の場合、月額5,200

円を国が支援しています。国が完全無償化にし

ていると思われる方もいらっしゃるかもしれま

せんが、5,200円の定額支援でございます。さ

らに、中学校は対象外でございます。急激な物

価高を受け、小学校の月額の給食単価が5,200

円を超える市町村では、その超過額を市町村か

保護者が負担しているものと思われます。

 そこで、学校給食費の市町村における負担状

況について、教育長にお尋ねいたします。

○教育長（吉村達也君） 今年度から小学校給

食費の負担軽減事業を実施しており、５月１日

現在、県内市町村における給食費の平均月額

は、支援基準額5,200円を上回る5,669円となっ

ております。

 また、22市町村が支援基準額を超えており、

超える部分については、19市町村が自治体負

担、３市町が保護者負担となっております。

 児童への良質な給食を継続的に提供するた

め、国の責任において恒久的な財源を確保する

とともに、物価上昇の状況等も踏まえ、保護者

や自治体の負担を生じさせないよう、今年５月

に全国都道府県教育長協議会を通して要望を

行っております。

 答弁は以上でございますが、発言の訂正をさ

せていただきます。

 先ほど、県立高校の入学者数の御質問に対す

る答弁の中で、私のほうから、令和８年度の全

日制入学者の前年度比較において、誤って221

人の減と申しましたが、正しくは271人の減で

あります。訂正させていただきます。

○黒岩保雄議員 最近の物価高などで、国が

5,200円の基準を決定した時点とは状況も変

わってきております。また、保護者に負担を求

めている３市町の学校では、給食費の徴収や滞

納整理の労力、会計処理をするための事務員の

配置などに伴う保護者の負担も発生しているこ

とが考えられます。

 このような負担状況を踏まえ、支援基準額の

見直しについて、全国都道府県教育長協議会で

は、国に対し緊急要望したということでござい

ますが、知事としても国に要望する考えはない

のかお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） 学校給食費に係る保護

者の経済的負担を軽減するため、国が全国一律

の支援を開始したことは、子育て支援の充実に

向けた前進であると受け止めております。

 しかしながら、教育長が答弁しましたとお

り、物価高騰のため多くの市町村で支援基準額

を超えておりますことから、市町村や保護者に

負担が生じていること、また、中学校給食費の

負担軽減について見通しが立っていないこと、

さらに、国の責任によります恒久的な財源が確

保されていないことなどから、全国知事会を通

して、改善に向けた意見書を提出しておりま

す。
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 全国知事会におきましては、これまでも国一

律での制度導入を重ねて要望してきて、それが

実現したということ、また昨年、当初示された

支援基準額があまりにも低かったので、それを

引き上げるべきだと、様々な形で現場の声を届

け、制度設計に貢献してきたところでありま

す。

 今後も、地方の実情に即した持続可能な制度

となるよう、全国知事会等を通して国に強く要

望してまいります。

○黒岩保雄議員 既に意見書を提出されたとい

うことで、感謝いたします。本音は、県にも補

助をお願いしたいと言いたいところでございま

すが、いい答弁は得られそうにもございません

ので、引き続き国に対して、中学校給食費の負

担軽減も含め、強く要望いただくようにお願い

いたします。

 保育施設等において、特別な支援を要する子

供の保育に関して支援員を加配（追加配置）し

た場合、その経費は公費で措置されますが、要

件として、医師の診断などが必要となっていま

す。

 しかしながら、医師の診断を保護者が受けな

いケースがあり、結果的に保育施設等が独自の

判断で追加の保育士などを配置せざるを得ず、

その経費を負担している場合がございます。

 保育施設等の経営者からは、この配置につい

て、県独自の配置基準の設定と経費支援につい

て要望がありました。

 こうした特別な支援を要する子供を受け入れ

る保育施設等に対する県独自の判定基準による

補助について、県の考えを福祉保健部長にお伺

いいたします。

○福祉保健部長（小牧直裕君） 子供の発達に

応じた適切な支援を行うには、保護者に早期支

援の必要性を理解していただくことが重要であ

ります。

 そうした中、特別な支援を要する子供を受け

入れる保育施設等への財政支援については、国

の基準に基づき、医師の診断書等が必要です

が、議員御提案のありました県独自の基準につ

きましては、医師の診断に代えられる公平かつ

客観的な指標の設定が困難な状況にございま

す。

 そのため県では、保護者に助言を行うことを

目的に、保育士等が発達の特性に係る専門的知

識などを学ぶペアレントトレーナー養成講座を

実施しており、今後も、こうした研修を通じ

て、全ての子供に適切な教育・保育が提供され

るよう取り組んでまいります。

○黒岩保雄議員 あくまでも国の基準によると

いうことでございます。いずれにしましても、

支援が必要な子供の特性に応じた保育を行うと

いうことが重要でございますので、それが実現

できるよう、しっかりと保護者の意識改革にも

取り組んでほしいと思います。

 自転車の交通違反に対する青切符につきまし

ては、16歳以上が対象で、違反行為は全113種

類あります。また、警察官が自転車の交通違反

を認知した場合、基本的には指導警告を行いま

すが、その違反が交通事故の原因となるような

悪質・危険な違反であったときは、取締りを行

うことになっています。

 このように、取締りの内容が非常に複雑で、

その判断が主観的であるなど、住民に混乱を招

いている状況ではないかと思います。国が決め

た法改正とはいえ、本県の警察本部も対応に苦

慮されていることと察します。

 こうした中、取締りに不安を抱く中学生の保

護者などから、自転車が歩道を走行してよいエ
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リアを具体的に示してほしいという要望があり

ますが、自転車の歩道通行が認められる場合

と、中学生や高校生等に対するその周知方策に

ついて、警察本部長にお伺いいたします。

○警察本部長（髙井良浩君） 道路交通法によ

り、自転車が歩道を通行できる場合は、以下の

３つに限定されております。

 １つ目は、道路標識等で歩道を通行すること

ができるとされているとき、２つ目は、13歳未

満の方、もしくは70歳以上の方、あるいは一定

の身体障がいのある方が運転するとき、３つ目

が、車道または交通の状況に照らして、自転車

の通行の安全を確保するため自転車が歩道を通

行することがやむを得ないと認められるときで

あります。

 中高校生に対しては、引き続き交通安全教室

等を通じて、自転車の通行ルールや、今申し上

げた歩道通行が認められる場合について指導を

行うとともに、御指摘いただきました具体的な

歩道通行可の場所も含めまして、学校周辺の主

要な通学路の交通規制状況を具体的に教示して

まいります。

○黒岩保雄議員 具体的に教示していただける

ということでございますので、例えば道路標識

等のある歩道通行可能な区間、県内には500か

所ほどあったと記憶しておりますが、学校やＰ

ＴＡと協力するなどして、それを校区ごとに示

した地図を学校の掲示板に貼るなどの取組も検

討してほしいと思います。

 また、高校に進学すると、これまでに通い慣

れた道路とは違い、不慣れなコースを通学する

ことも多々あります。十分に配慮した周知をお

願いしたいと思います。

 次に、特に朝の通勤時間帯などでは、自動車

も急いでおり、車道を走行する自転車を無理に

追い越そうとして、接触事故の危険性があると

考えておりますが、自転車の交通反則通告制度

が開始されてから、自転車が車道の左側を通行

中に発生した交通事故はないか、道路改良が必

要となったケースはないか、警察本部長にお尋

ねいたします。

○警察本部長（髙井良浩君） まず、自転車と

自動車との交通事故全体の件数を申し上げます

と、令和７年は247件、令和８年は５月末現在

で74件となっておりますが、このうち、御指摘

いただいた、自転車が車道左側を進行中、自動

車がその右側を通過する際に発生した交通事故

で申し上げますと、令和７年は２件発生してお

りますが、令和８年に入ってからは、５月末現

在、発生していないところでございます。

 また、道路改良につきましては、必要に応じ

て、その権限を有する道路管理者と連携しなが

ら対応しているところでありますが、現時点

で、自転車の車道通行に伴う交通事故を理由と

して新たな道路改良が必要となった事例は把握

していないところでございます。

 いずれにしろ県警といたしましては、今後も

道路管理者等と連携し、現地の道路構造や交通

実態を踏まえた安全な自転車通行空間の確保に

努めてまいります。

○黒岩保雄議員 接触事故などが発生している

のではないかと思っておりましたが、発生して

いないということで安心いたしました。引き続

き、交通安全に取り組んでいただきたいと思い

ます。

 全国の公立病院のうち、８割を超える病院が

赤字であると言われている中、県内の公立病院

も、赤字経営のほか医師確保など、様々な課題

を抱えながら運営を続けています。県立病院に

おきましても、同様に大変厳しい経営が続く
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中、病院局職員や病院関係者などは、様々な視

点からの改善、経営努力をされております。

 こうした中、本年２月に、病院局と日南市の

間で「日南市内の公立病院の医療連携等に係る

基本協定」が締結されました。この中で、中部

病院の移転を含めた日南市内の公立病院の在り

方について協議を行う検討委員会を設置すると

あります。

 協定により、役割分担や連携強化などを図ろ

うとすることは理解できる一方で、中部病院の

移転も含めた在り方の検討を行うこととしてお

りますが、病院局ではその移転についてどのよ

うに関わっていくのか、病院局長にお尋ねいた

します。

○病院局長（重黒木 清君） この協定は、日

南市内の公立病院である県立日南病院と日南市

立中部病院が、人口減少等による医療需要の変

化や南海トラフ巨大地震等の災害への対応を検

討し、地域住民に将来にわたり高度で良質な医

療を安定的に提供するために連携していくこと

を目的としております。

 その中で、中部病院は、津波災害への備えが

喫緊の課題となっておりますことから、この協

定に基づき設置する検討委員会におきまして、

その移転を含めた在り方について検討すること

としております。

 中部病院の移転につきましては、日南市にお

いて判断されるものでありますが、病院局にお

きましては、両院の連携強化や持続可能な医療

提供体制を構築する観点から、適切な助言や情

報提供などを行ってまいります。

○黒岩保雄議員 次に、その県立日南病院を中

心とした県南地域の公立病院のあり方検討委員

会の構成員や検討項目、スケジュールについて

どうなっているのか、病院局長にお尋ねいたし

ます。

○病院局長（重黒木 清君） この委員会は、

私も委員となっておりますが、様々な意見を反

映するため、地元医師会や宮崎大学医学部附属

病院などの医療関係者、自治会の代表者、県や

日南市など行政機関の関係者を構成員としてお

ります。

 委員会では、今後の医療需要の見通しや医療

圏における患者の流出入、適切な役割分担に基

づき、両院が担うべき医療機能や連携の在り方

を協議するとともに、職員派遣や医療器械の共

同利用など、医療資源の効果的な活用につい

て、あらゆる角度から検討することとしており

ます。

 今後、４回程度の委員会を開催し、年度内に

は基本的な方針を取りまとめることとしてお

り、病院局としましては、協定の目的を達成で

きるよう、日南市や構成員の皆様と丁寧に議論

を重ねてまいります。

○黒岩保雄議員 病院局は、本年度の当初予算

で、日南市内の公立病院のあり方検討事業とし

て約4,900万円の予算を計上しております。こ

の予算の大部分は、病院経営に詳しい経営コン

サルタントへの調査委託経費であり、今年度の

医療需要の見通し、患者の流出入、適切な役割

分担などが調査され、経営の見通しなども報告

されるものと考えています。

 先ほどの答弁でも、「医療資源の効果的な活

用について、あらゆる角度から検討する」とあ

るのは、既存の県立日南病院周辺への中部病院

の移転、また、将来の経営統合などの可能性も

あると読み取っておかなければならないと考え

ております。年度内には基本的な方向をまとめ

るということでございますので、ちょっと性急

過ぎるのではないかと考えておりますが、その
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検討の過程では、市と連携し、住民への情報提

供や説明なども丁寧に行っていただくようにお

願いしておきます。

 さて、私の過去の一般質問で、地域医療の確

保、救急搬送の受入れなどを取り上げてきまし

たが、最終的には医師の不足が課題であること

から、抜本的な医師確保の取組が必要ではない

かと訴えてまいりました。

 特に、市町村にある公立病院は、独自に医師

を確保することは容易ではなく、県や宮崎大学

などの協力を得ながら取り組んでいる状況でご

ざいます。

 こうした中、知事は、県により50名の医師を

確保し、市町村の公立病院へ計画的に派遣する

システムを構築すると表明されましたが、表明

に至った背景や知事の思いをお伺いします。

○知事（河野俊嗣君） 本県は、厚労省が定め

ます九州で唯一の医師少数県でありまして、ま

た、医師の偏在や高齢化が課題となる中で、県

民の皆様からは、地域医療の存続を危ぶむ切実

な声を多く伺っております。医師確保に向けた

対策は、本県の最重要課題であると認識してお

ります。

 本県で働く若い医師を増やすため、これま

で、医師修学資金貸与や宮崎大学医学部におけ

る地域枠の拡充に取り組んできております。一

定期間、医師少数区域等で勤務するキャリア形

成プログラムを適用させることで、中山間地域

等で勤務する医師は着実に増加してきておりま

す。

 県民の皆様が住み慣れた地域で安心と希望を

持って暮らしていくためには、持続可能な医療

体制の確保が不可欠でありますので、市町村や

医師会、宮崎大学などの関係機関と連携し、地

域医療の核となる公立病院へ医師を派遣する新

たな仕組みを構築してまいります。

○黒岩保雄議員 50名の確保は大変高いハード

ルと認識しておりますが、それに挑戦するとい

う意気込みや熱意は大いに評価したいと思いま

す。今後、具体的な計画が策定されるように、

よろしくお願いしたいと思います。

 食料システム法が本年４月１日に施行され、

米のコスト指標では、精米５キロの場合2,816

円、これに生産から販売までの各事業者の利益

も考慮すると、店頭価格は５キロ3,000円台中

頃になると見られています。実際には、当事者

間での交渉次第で、どれだけ価格に反映できる

か焦点となるところでありますが、生産者に

とって所得の向上につながるものとして注視し

ていきたいと思います。

 そうした一方で、米離れが進んでいます。米

の業界団体、米穀安定供給確保支援機構がこの

ほど発表した消費動向調査結果によりますと、

2025年度の日本の１人１か月当たりの米の消費

量は4,435グラム、前年より6.1％減少し、７年

ぶりの低水準となりました。需要が減れば米価

は下がり、生産者が減少するということも危惧

されます。

 食料システム法により、適正な価格での取引

が期待される一方で、米離れが進む中、米の消

費拡大に向けた県の取組について、農政水産部

長にお伺いいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 米の需要減少

は、米農家の経営や基盤である水田の維持に大

きな影響を与えることから、米の消費拡大を図

ることは大変重要であります。

 このため県では、関係団体と組織する宮崎県

米消費拡大推進協議会におきまして、小学生に

対する米づくり体験等の食育活動や、県内飲食

店82店舗と連携した県産米応援フェア、スポー
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ツイベント等での県産米プレゼントなどに取り

組んでおります。

 また、米の新品種「ひなた舞」の販売開始に

当たって、ロゴやキャラクターのデザイン制作

を佐土原高校にお願いし、県産米のＰＲに活用

することとしております。

 今後とも、関係団体と連携し、米の消費拡大

に取り組んでまいります。

○黒岩保雄議員 様々な取組をされているとい

うことが分かりました。本県単独の取組だけで

は解決できる問題ではございませんが、他県に

も働きかけができるような先駆的な取組も目指

していただきたいと思います。

 令和６年４月に、県内のＪＡが合併し、ＪＡ

みやざきが誕生いたしました。そして、令和９

年７月には、広域本部制となり、各広域本部の

区域が拡大します。これにより、従来にも増し

て、各本部内、ＪＡみやざき管内の物流が活発

になってきています。

 こうした中、物流の2024年問題もあり、物流

事業者が減少し、農産物の物流にも支障が出て

きていると伺っています。

 そこで、県内における農産物の安定的な輸送

体制の構築に向けた県の認識と取組について、

農政水産部長にお尋ねいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 農産物の県内

流通については、トラックドライバーの不足や

労働時間規制の強化などに伴い、物が運べなく

なるという危機感やその懸念が高まっており、

持続可能な輸送体制への転換が必要でありま

す。

 このため県では、宮崎県交通・物流ネット

ワーク戦略に基づき、輸送網の集約や荷役軽減

などに取り組んでおります。

 具体的には、農産物輸送については、県とＪ

Ａ、県トラック協会等で構成する協議会で、地

域をまたいだ集荷場間での荷物の積み合わせ

や、パレット化による積卸し時間の短縮などを

進めているところです。

 県としましては、ＪＡの広域本部への移行や

選果場の集約も見据え、地域で連携した物流効

率化の取組をさらに進めてまいります。

○黒岩保雄議員 荷物の積み合わせやパレット

化をしているということでございました。ま

た、地域で連携した物流効率化の取組を進める

ということでございますので、ＪＡの地区本部

ともしっかりと連携して進めてほしいと思いま

す。

 次に、畜産についてお尋ねします。

 昨日の野﨑幸士議員の質問と重なる部分もあ

ろうかと思いますが、よろしくお願いいたしま

す。

 現在、子牛の競り価格は、地元の南那珂地域

家畜市場では、５月の平均価格が税込みで85万

円を超える状況にあります。子牛を出荷する繁

殖農家としては一安心という話が出ているとこ

ろであります。

 しかし一方で、肥育農家にとっては、導入す

る子牛の価格が高くなると経営に直結する状況

であり、さらには様々な資材価格が高騰し、生

産コストが上がってきているところでありま

す。今後、コストに見合う形で枝肉価格が上昇

しなければ、大変厳しくなってくると言わざる

を得ないところでございます。

 この子牛価格が高くなってきている要因の一

つとして、繁殖雌牛の飼育頭数の減少に伴い、

出荷子牛の頭数が減ったことがあると聞いてい

ます。これは、担い手不足や高齢化などによる

農家戸数の減少と、国が繁殖雌牛の増頭から維

持に方向転換した結果であると伺っています。



令和８年６月11日(木)

 これまで本県は、子牛の一大産地として、全

国から本県の子牛を求めて購買者が来られてい

ます。つまり本県は、子牛供給基地として重要

な立場であると考えています。

 そこで、子牛供給基地として県はどのような

ことに取り組んでいるのか、農政水産部長にお

尋ねいたします。

○農政水産部長（児玉憲明君） 子牛の出荷頭

数が減少傾向にある中、安定供給を図るために

は、母牛の分娩間隔短縮や子牛の事故率低減等

により、生産性を高めていくことが重要であり

ます。

 県では、母牛の分娩間隔短縮のため、令和５

年度以降、国の事業も活用しながら、生産性の

低い高齢母牛の更新を支援しており、令和７年

度までの３年間で、約6,000頭の入替えが進ん

でおります。

 また、子牛の事故率低減等を図るため、獣医

療に関するＮＯＳＡＩのノウハウを活用し、母

牛の繁殖管理から子牛の育成管理を関係機関と

一体的に進める指導を今年度より開始したとこ

ろです。

 引き続き、子牛の供給基地として、生産基盤

の維持・強化に努めてまいります。

○黒岩保雄議員 分娩の間隔の短縮や子牛の事

故を減らす取組のほか、今年度は繁殖管理と育

成管理を一体的に進める指導を始めたというこ

とでございますので、引き続き子牛の生産頭数

の確保に努めていただきたいと思います。

 それでは最後の質問です。

来年８月に北海道で開催される第13回全国和

牛能力共進会まで、いよいよ１年余りとなりま

した。

 本県はこれまで、史上初となる、４大会連続

で最高賞である内閣総理大臣賞を受賞という偉

業を達成いたしました。北海道大会での好成績

にも期待を寄せているところであります。

 そうした中、この偉業がもっと活用され、農

家の手取りに反映されるなど、さらに見える形

で効果が現れることが重要ではないかと考えて

います。これらの効果が農家のモチベーション

にもつながると思います。

 そこで、昨日の福田新一議員も同様の質問が

ありましたが、知事に、全共に取り組む意義

と、その成果をどのように活用して畜産の振興

を図っていくのかお伺いいたします。

○知事（河野俊嗣君） この全共は、和牛の改

良成果を競い、ブランド価値を向上させ、ひい

ては、我が国畜産業の持続的な発展につながる

重要な意義があります。回数を重ねるにつれ注

目度もますます高まり、産地間の競争もさらに

一層熱を帯びているものと実感しております。

 私自身も、平成24年の長崎全共から、県推進

協議会の名誉会長として、生産者や関係団体の

皆様と共に全力で挑んできたところでありまし

て、その結果、史上初の４大会連続内閣総理大

臣賞の受賞という最高の形で関係者の努力が実

を結んだものと、大変ありがたく受け止めてお

ります。

 この成果を生産者の皆様に確実に還元してい

くため、「おいしさ日本一宮崎牛」という称号

の下、国内外でのプロモーションを展開してお

り、牛肉の輸出量は、この10年間で約10倍まで

拡大しております。海外でも、松阪や神戸に次

いで宮崎牛という名前が語られるようになって

いると、そのような報告も受けております。

 また、アカデミー賞のアフターパーティーで

毎年宮崎牛を採用いただいているウルフギャン

グ・パック氏からは、昨年、本県を訪問された

際、「軟らかく風味豊かで、世界一の牛肉だ」
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という高い評価を直接いただいております。

 さらに、かつて全共に出場した高校生が、今

では生産者として県内の共進会でも活躍するな

ど、次世代を担う若手生産者が着実に育ってい

ることも大変心強く感じているところでありま

す。牛も育ち、人も育つという、よい循環がで

きてきております。

 全共で優れた成果を収めることは、生産基盤

の強化はもとより、本県畜産業の将来を支える

人材の育成にもつながるものと確信しておりま

す。引き続き、チーム宮崎として生産者や関係

団体等が一丸となり、全国で評価される牛づく

りに取り組んでまいります。

○黒岩保雄議員 日本一の称号は、特に海外で

注目を集めているというふうに伺いました。輸

出量が10年間で10倍に拡大したのも、その現れ

だと思っています。ただ、県全体の出荷頭数か

ら見た場合に、輸出している宮崎牛の割合はま

だまだ少なく、伸び代があるということでござ

いますので、さらに日本一の称号を最大限に活

用していただきたいと思います。

 今回の質問では、高校教育、県立病院など、

環境の変化により課題が膨らむ中、河野県政が

どのように適応していくのか確認させていただ

きました。これから協議するもの、計画を策定

するものも多くあり、これからが大きな山場を

迎えるものと思います。厳しい時代ではござい

ますが、一丸となって難局を乗り切ってほしい

と思います。私も、未来の宮崎のため、微力な

がら協力していきたいと思います。

 最後に、佐藤副知事、今回で国に帰られると

いうことでございます。思いを声にして言いま

すと、人事案件のときの写真を見たら非常に怖

い方だなと思っておりましたが、実際にお付き

合いさせていただくと、非常に温和ですばらし

い方だなと思っております。

 宮崎県では、まだまだ東九州自動車道はつな

がっておりません。牛の峠の整備も始まりまし

た。どうぞ国に帰られても、宮崎を第二のふる

さとと思って御尽力いただきまして、御活躍さ

れますことをお祈りし、私の質問とさせていた

だきます。ありがとうございました。（拍手）

○外山 衛議長 以上で本日の質問は終わりま

した。

 明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

 本日はこれで散会いたします。

   午後１時58分散会


